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第 １章  はじめに（計画の基本的な考え方 ）  

 

１  計画の趣旨  

 

 本 市 で は ， 高 度 経 済 成 長 が も た ら し た 様 々 な 消 費 者 問 題 の 解 決 に 向 け

て ， 昭 和 ４ ５ 年 に 消 費 生 活 相 談 業 務 を 開 始 ， 昭 和 ５ ０ 年 に 消 費 生 活 セ ン

タ ー を 開 設 ， 消 費 者 行 政 の 拠 点 と し て 様 々 な 取 り 組 み を 進 め て き ま し た 。  

 ま た ， 本 市 消 費 者 教 育 啓 発 事 業 の 一 つ と し て ， 平 成 ３ 年 に 「 柏 市 消 費

者 教 育 推 進 連 絡 会 」 を 設 置 ， 消 費 生 活 セ ン タ ー と 教 育 委 員 会 関 係 部 署 と

意 見 交 換 を 行 い な が ら ， 学 校 を 主 体 と し た 「 消 費 者 教 育 」 を 実 践 し て ま

い り ま し た 。  

 し か し ， 近 年 ， 消 費 者 を め ぐ る 環 境 は 厳 し い も の が あ り ， 少 子 高 齢 化

及 び イ ン タ ー ネ ッ ト の 普 及 に 伴 う 高 度 情 報 化 ， グ ロ ー バ ル 化 の 進 展 等 に

よ り ， 消 費 生 活 と 経 済 社 会 と の 関 わ り が 多 様 化 ・ 複 雑 化 し て い ま す 。 さ

ら に ， 家 庭 ・ 地 域 の つ な が り が 弱 ま る 中 ， 消 費 者 被 害 も 多 様 化 ・ 深 刻 化

し て い ま す 。  

 従 っ て ， 子 ど も か ら 高 齢 者 ま で の あ ら ゆ る 世 代 で 誰 も が 消 費 者 ト ラ ブ

ル に 巻 き 込 ま れ る 恐 れ が あ り ， 市 民 が 消 費 生 活 に 関 す る 正 し い 知 識 と 的

確 な 判 断 力 を 身 に 付 け ， 実 際 の 生 活 の 中 に 活 か し て い く こ と が 今 ま で 以

上 に 必 要 と な っ て い ま す 。  

 こ の よ う な 中 ， 平 成 ２ ４ 年 １ ２ 月 に 消 費 者 教 育 を 総 合 的 ・ 一 体 的 に 推

進 し ， 消 費 者 の 自 立 支 援 を 目 的 と す る 「 消 費 者 教 育 の 推 進 に 関 す る 法 律

（ 以 下 「 推 進 法 」 と い う 。 ） 」 が 施 行 さ れ ， 消 費 者 が 公 正 か つ 持 続 可 能

な 社 会 の 形 成 に 積 極 的 に 参 画 す る 「 消 費 者 市 民 社 会 1」 が 定 義 さ れ ， 地

方 公 共 団 体 に お い て は ， 「 消 費 者 教 育 推 進 計 画 」 を 定 め る こ と が 努 力 義

務 と さ れ ま し た 。  

 今 後 の 消 費 者 教 育 は ， 消 費 者 の 被 害 防 止 の た め の 教 育 に と ど ま ら ず ，

社 会 の 消 費 者 力 向 上 を 目 指 す べ き も の と 考 え る と と も に ， さ ら に ， 消 費

者 が ど こ に 住 ん で い て も ， 消 費 者 教 育 が 受 け ら れ る よ う に ， 幼 児 期 か ら

高 齢 期 ま で の 全 生 涯 を 通 じ て ， 各 時 期 に 対 応 し ， ま た 家 庭 ， 地 域 ， 学 校 ，

 
1
 「消 費 者 市 民 社 会 」とは，消 費 者 一 人 ひとりが社 会 の一 員 としての自 覚 を持 ち，よりよ

い社 会 を実 現 するために，自 分 の消 費 行 動 について考 え，商 品 やサービスを適 切 に選

択 できる社 会 のことです。  

 自 分 のことだけでなく，社 会 全 体 のことや，未 来 の地 球 のこと（限 りある資 源 を守 り，生

態 系 を維 持 すること等 ）まで考 えて行 動 する社 会 のことです。  
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職 域 等 ， 様 々 な 場 に お い て も 推 進 す る 必 要 が あ る と 考 え ま す 。  

 こ う し た 諸 課 題 を 解 消 す る た め ， 市 民 （ 消 費 者 ） ， 消 費 者 団 体 ， 地 域

団 体 ， 事 業 者 等 ， 様 々 な 担 い 手 （ 主 体 ） が 連 携 し ， 知 恵 を 出 し 合 い な が

ら 消 費 者 が 自 ら の 消 費 生 活 の 安 全 ・ 安 心 の 確 保 と 向 上 を 目 指 す と と も に ，

消 費 者 市 民 社 会 を 実 現 で き る よ う ， 「 柏 市 消 費 者 教 育 推 進 計 画 」 を 策 定

し ま す 。  

 な お ， 計 画 対 象 期 間 中 の 令 和 元 年 度 か ら 蔓 延 し た 新 型 コ ロ ナ ウ ィ ル ス

感 染 症 の 影 響 に よ り ， 事 業 計 画 の 策 定 が 困 難 で あ っ た こ と や ， 令 和 ２ 年

度 に 策 定 し た 柏 市 経 営 戦 略 方 針 （ 柏 市 第 五 次 総 合 計 画  後 期 基 本 計 画 ）

の 計 画 年 次 と の 整 合 性 を 踏 ま え ， 令 和 ４ 年 度 に 一 部 改 訂 を 行 い ま し た 。  

 

２  計画の目標  

 

 本 計 画 を 推 進 す る こ と に よ り ， 消 費 者 市 民 社 会 の 実 現 を 目 指 し ま す 。  

 こ の た め に ， 本 市 に お い て は ， 「 賢 い 消 費 者 と な っ て 消 費 者 被 害 を 未

然 に 防 ぐ 」 と と も に ， 「 消 費 者 の 行 動 が 及 ぼ す 影 響 力 を 理 解 し て ， 自 ら

学 び ， 考 え ， 行 動 で き る ， 自 立 し た 市 民 づ く り ・ 地 域 づ く り 」 を 目 標 と

し ま す 。  

 

３  計画の対象期間  

 

 計 画 の 期 間 は ， 平 成 ３ ０ 年 度 か ら 令 和 ７ 年 度 （ ２ ０ ２ ５ 年 度 ） ま で の

８ 年 間 と し ま す 。  

 な お ， 社 会 状 況 の 変 化 や 法 制 度 の 改 正 等 に よ っ て ， 修 正 又 は 見 直 し の

必 要 が 生 じ た 場 合 ， 柏 市 消 費 者 行 政 推 進 協 議 会 及 び 柏 市 消 費 者 教 育 推 進

連 絡 会 の 意 見 を 聞 き ， 必 要 に 応 じ て 計 画 の 見 直 し を 行 う も の と し ま す 。  
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４  計画の位置付け  

 

 本 計 画 は ， 柏 市 の 消 費 者 教 育 を 総 合 的 に 推 進 す る た め ， 推 進 法 第 １ ０

条 第 ２ 項 に 規 定 さ れ た 「 市 町 村 消 費 者 教 育 推 進 計 画 」 と し て 策 定 す る も

の で す 。 策 定 に 当 た っ て は ， 国 の 基 本 方 針 2及 び 「 千 葉 県 消 費 者 教 育 推

進 計 画 」 3を 踏 ま え る と と も に ， 本 市 の 上 位 計 画 で あ る 「 柏 市 第 五 次 総

合 計 画 」 4及 び 関 連 計 画 と の 整 合 を 図 り な が ら 策 定 し ま す 。  

 

 

 

【 参 考 ： 柏 市 第 五 次 総 合 計 画 37 頁  施 策 体 系 か ら 抜 粋 】  

・ 分 野 ： 安 全 ・ 安 心  

・ 施 策 ： 消 費 者 の 安 全 ・ 安 心 の 確 保  

・ 取 組 ： 消 費 者 の 自 立 支 援 体 制 の 整 備 ，  

 消 費 者 問 題 解 決 力 の 高 い 地 域 社 会 づ く り  

 
2 消 費 者 教 育 推 進 法 第 ９条 の規 定 に基 づき，平 成 ２５年 ６月 に，「消 費 者 教 育 の推 進   

に関 する基 本 的 な方 針 」（以 下 「基 本 方 針 」といいます。）が閣 議 決 定 されました。  
3  平 成 ２９年 ４月 策 定  
4  平 成 ２８年 ３月 策 定 （基 本 構 想 期 間 は平 成 ２８年 度 から平 成 ３７年 度 ，前 期 基 本 計

画 期 間 は平 成 ２８年 度 から平 成 ３２年 度 。）  
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第 ２章  消費者を取 り巻 く現状と課題  

 

本計画の策定にあたっては，本市 に お け る 消 費 生 活 相 談 や 消 費 者 教 育 に

関 す る 状 況 を 把 握 す る た め に ， 平 成 ２ ８ 年 度 に ア ン ケ ー ト 調 査 （市民，

学校教職員，事業所アンケート）を 実 施 し ま し た 。 以下では，本市の消費生

活相談の状況や，アンケート調査結果等についてまとめ，課題を整理しました。 

 

１  柏市における消費生活相談の状況  

  

 (1)  消 費 生 活 相 談 件 数 の 推 移  

 全 国 的 に 架 空 請 求 が 急 増 し た 平 成 １ ６ 年 度 を ピ ー ク に 減 少 傾 向 に  

あ っ た 消 費 生 活 相 談 件 数 で す が ， 直 近 ５ 年 間 の 相 談 件 数 は ， 概 ね  

３ 千 件 程 度 で 推 移 し て い ま す 。  

［相 談 件数の推移 （平成 ２４－２８年 度 ）］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)  契 約 当 事 者 の 年 代 別 消 費 生 活 相 談 件 数 の 推 移  

 契 約 当 事 者 の 年 代 別 の 消 費 生 活 相 談 件 数 の 推 移 を 見 る と ， 平 成  

２ ５ 年 度 に ７ ０ 歳 以 上 の 相 談 件 数 が 大 幅 に 増 加 ， 平 成 ２ ６ 年 度 は 減  

少 し た も の の ， 平 成 ２ ７ 年 度 以 降 の 相 談 件 数 に 占 め る 割 合 は ， ７ ０  

歳 以 上 が 最 も 大 き な 割 合 を 占 め ， 次 い で ６ ０ 歳 代 と な っ て い ま す 。  

 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

2,786
3,063 3,117 3,144 2,898

385
344 264 298

372 問合せ
苦情

(件 )  (3,171)  ( 3,407)   (3,381) (3,442)   (3,270) 
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［契 約 当事者の年齢別相談件数の推移 （平成 ２４－２８年 度 ）］  

 

 

 (3)  多 く 寄 せ ら れ る 消 費 生 活 相 談 内 容  

 平 成 ２ ８ 年 度 に お け る 年 代 別 の 特 徴 を 見 る と ， 携 帯 電 話 ， パ ソ コ  

ン 等 か ら イ ン タ ー ネ ッ ト を 通 し て 得 ら れ る 情 報 で あ る 「 デ ジ タ ル コ  

ン テ ン ツ 」 に 関 わ る 相 談 が ， 全 て の 年 代 で 多 く な っ て い ま す 。  

 

［契 約 当事者年代別  相談件数上位 ５品目 （平 成 ２８年 度 ）］  

(件）  

順

位  
2 0 歳 未 満  

 

2 0 歳 代  

 

3 0 歳 代  

 

4 0 歳 代  

 

件 数  件 数  件 数  件 数  

増 減  増 減  増 減  増 減  

1  
デジタルコ

ンテンツ  

2 4  デジタルコ

ンテンツ  

4 9  デジタルコ

ンテンツ  

5 9  デジタルコ

ンテンツ  

1 1 6  

△ 3 0  △ 6  △ 2 6  △ 2 5  

2  野 菜 飲 料  
3  

商 品 一 般  
1 5  賃 貸 アパ

ート  

2 5  賃 貸 アパ

ート  

1 7  

+ 3  + 8  △ 1 1  △ 1 6  

3  
ビジネス教

室  

3  賃 貸 アパー

ト  

1 2  フリーロー

ン・サラ金  

1 4  フリーロー

ン・サラ金  

1 7  

+ 3  △ 7  + 7  △ 1  

4  商 品 一 般  
2  モバイルデ

ータ通 信  

8  相 談 その

他  

1 2  クリーニン

グ  

1 2  

+ 2  + 3  + 5  + 7  

5  
他 の健 康

食 品  

2  他 の健 康

食 品  

6  光 ファイバ

ー  

1 1  普 通 ･小 型

自 動 車  

1 1  

△ 5  + 5  + 1  + 6  

0

200

400

600

800

1000

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 不明

平成24年度 67 225 475 513 397 525 753 216

平成25年度 75 226 440 531 414 575 933 213

平成26年度 99 263 450 525 401 557 842 244

平成27年度 99 245 419 556 424 579 849 271

平成28年度 69 249 377 482 438 496 755 404

(件 )  
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 ※  件数が同数の場合も，便宜上，順位の割り振りをした。また， 

増減は前年度からの増減数を示した。 

 

【 参 考 ： デ ジ タ ル コ ン テ ン ツ の 相 談 例 】  

「 利 用 し た 覚 え の な い サ イ ト 利 用 料 を 請 求 す る メ ー ル が 届 い た 」  

等 の 「 架 空 請 求 」 や ， 「 無 料 だ と 思 い 閲 覧 し た ら ， 突 然 “ 有 料 会  

員 登 録 完 了 ” と な り ， 高 額 料 金 を 請 求 さ れ た 」 等 の 不 当 請 求 と 思  

わ れ る 「 ア ダ ル ト 情 報 サ イ ト 」 に 関 す る 相 談 。  

 

 

 (4)  千 葉 県 内 5及 び 全 国 中 核 市 の 消 費 生 活 セ ン タ ー 6と の 比 較  

   平 成 ２ ８ 年 度 の 本 市 の 消 費 生 活 相 談 件 数 は ３ ， ２ ７ ０ 件 で ， 千 葉

県 内 ３ ７ 市 中 ， 上 位 第 ３ 位 ， ま た ， 全 国 中 核 市 ４ ８ 市 中 で の 比 較 で

は ， 平 成 ２ ７ 年 度 人 口 千 人 当 た り の 相 談 件 数 は ， ８ ． ４ 件 で ， 上 位

第 ８ 位 の 水 準 と な っ て い ま す 。  

 

２  消費者教育の現状 と課題     

 

 消 費 者 教 育 の 現 状 を 把 握 す る た め の ア ン ケ ー ト （市民，学校教職員，事

業所アンケート）の考 察 は ， 以 下 の と お り で す 。   

 な お ， ア ン ケ ー ト 結 果 の 概 要 は ， 資 料 編 （ 35－ 38 頁 ） を 参 照 し て く だ

さ い 。    

    

 
5  千 葉 県 内 ３７市 には，３１か所 の消 費 生 活 センターが設 置 されています（平 成 2 9 年 4

月 1 日 現 在 ）。  
6  中 核 市 （４８市 ）の全 てに，消 費 生 活 センターが設 置 されています（平 成 2 9 年 4 月 1

日 現 在 ）。  

順

位  
5 0 歳 代  

 

6 0 歳 代  

 
7 0 歳 以

上  

 

件 数  件 数  件 数  

増 減  増 減  増 減  

1  
デジタルコ

ンテンツ  

1 1 5  デジタルコ

ンテンツ  

1 1 8  デジタルコ

ンテンツ  

1 2 1  

△ 1  △ 3 8  + 2  

2  
フリーロー

ン・サラ金  

1 4  
商 品 一 般  

2 4  
商 品 一 般  

5 0  

+ 8  + 9  + 6  

3  
賃 貸 アパ

ート  

1 1  
相 談 その他  

2 4  相 談 その

他  

4 7  

△ 1  + 1 4  + 1 9  

4  商 品 一 般  
1 0  修 理 サービ

ス  

1 6  修 理 サー

ビス  

2 2  

△ 8  + 6  + 2  

5  
他 の健 康

食 品  

9  役 務 その他

サービス  

1 2  普 通 生 命

保 険  

1 4  

+ 9  + 4  + 1  
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 (1)  ア ン ケ ー ト の 調 査 期 間 及 び 回 答 者  

   調 査 期 間 ： 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 １ ５ 日 か ら 平 成 ２ ９ 年 １ 月 ３ １ 日  

   回 答 者  ： 市 民 ア ン ケ ー ト          １ ， ４ ０ ６ 人  

        学 校 教 職 員 ア ン ケ ー ト         ７ ７ ０ 人  

        事 業 所 ア ン ケ ー ト           ４ ８ 事 業 所  

 

 (2)  ア ン ケ ー ト か ら の 考 察  

 ア  「 市 民 ア ン ケ ー ト 」 か ら の 考 察  

 

 (ｱ )  消 費 者 ト ラ ブ ル に あ っ た 場 合 の 相 談 先  

現 状 ◇ 消 費 者 ト ラ ブ ル に あ っ た 場 合 の 相 談 先 は ， 「 家 族 ， 親 族 」  

   （ 66.4％ ） が 最 も 多 く ， 次 い で 「 市 町 村 や 消 費 生 活 セ ン タ ー な  

   ど の 行 政 の 相 談 窓 口 」 （ 41.0％ ） ， 「 知 人 ， 友 人 ， 同 僚 等 」  

   （ 38.5％ ） で し た 。  

   ◇ 「 誰 か に 相 談 し よ う と は 思 わ な い （ 相 談 し な か っ た ） 」 は  

 4.6％ （ 65人 ） と 少 な い の で す が ， そ の 理 由 と し て ， 「 ど こ に  

 相 談 す れ ば よ い か ， 分 か ら な い か ら 」 （ 25人 ） 及 び 「 自 分 自 身  

 で 解 決 で き る か ら 」 （ 22人 ） が 多 数 を 占 め て い ま し た 。  

課題◆消費者トラブルにあった際に「自分自 身で解決できる」人を増や  

    すことや，「家族，親族」から相談を受けたときに，適切な助言や解  

    決法を知っていることが早急なトラブル対処につながると推察さ  

   れます。  

また，「 ど こ に 相 談 す れ ば よ い か 分 か ら な い か ら 」 （ 2 5人 ） の  

理 由 に対して，相談によって解決できる場合もあると思われるた  

め，消費生活センターにおける相談窓口の周知 向上が必要と考え  

ます。  



 

 

- 8 - 

■問 消費者トラブルにあった場合，誰に相談しました（しようと思います）か。  

 

 

 (ｲ )  消 費 生 活 セ ン タ ー の 認 知 度 と 利 用 し た い も の  

現 状 ◇ 消 費 生 活 セ ン タ ー の 「 名 前 と 業 務 内 容 を 知 っ て い る 。 」 (42.2 

   ％ ） ， 「 名 前 は 知 っ て い る が ， 業 務 内 容 は 知 ら な い 。 」 (40.7 

   ％ ） を 合 わ せ る と ， 名 前 を 知 っ て い る 人 は ８ 割 以 上 に な り ま す 。  

   し か し ， 業 務 を 知 ら な い 人 は ， 「 名 前 も 業 務 も 知 ら な い 。 」  

   （ 13.2％ ） ， 「 名 前 は 知 っ て い る が ， 業 務 内 容 は 知 ら な い 。 」   

   （ 40.7％ ） を 合 わ せ る と 53.9％ と 半 数 を 超 え て い ま す 。  

 課 題 ◆ 消 費 生 活 セ ン タ ー の 業 務 内 容 の 周 知 向 上 が 必 要 と 考 え ま す 。  

    ま た ， 消 費 生 活 セ ン タ ー に 期 待 さ れ る 役 割 と し て は ， 消 費 者 ト  

    ラ ブ ル の 際 の 「 相 談 支 援 」 の た め ， 今 後 も 相 談 事 例 を 広 報 ， チ  

    ラ シ 及 び ホ ー ム ペ ー ジ 等 で 周 知 す る こ と で ， 併 せ て ， ト ラ ブ ル  

    の 未 然 防 止 に つ な が る 情 報 も 提 供 で き る と 推 察 さ れ ま す 。  

ｎ = 1 , 4 0 6  
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■問 あなたは「消費生活センター」を知っていますか。  

 

 

 

 

 

 

 

 (ｳ )  消 費 生 活 に 関 す る 情 報 を 知 っ て も ら う た め に 必 要 な こ と  

現 状 ◇ 消 費 生 活 に 関 す る 情 報 を 知 っ て も ら う た め に 必 要 な こ と は ，  

   「 テ レ ビ ・ ラ ジ オ ・ 新 聞 等 」 （ 55.3％ ） が 最 も 多 く ， 次 に 「 印  

   刷 物 （ チ ラ シ ， パ ン フ レ ッ ト ， 生 活 情 報 情 報 ） 」 （ 37.8％ ） ，  

   「 イ ン タ ー ネ ッ ト 」 （ 36.2％ ） と 続 き ま し た 。  

  ◇ 誰 に 知 っ て も ら う こ と が 重 要 か に つ い て は ， 「 若 い 世 代 （ 10  

   代 ～ 20代 ） 」 (56.3％ ） ,「 （ 家 庭 の ） 親 や 保 護 者 」 (56.1％ ） ，  

   「 高 齢 者 」 （ 53.3％ ） の ３ 項 目 に お い て ， 半 数 を 超 え ま し た 。  

課 題 ◆ 本 市 単 独 に よ る テ レ ビ ・ 新 聞 等 で の 情 報 提 供 は 困 難 と 考 え る た  

   め ， 「 若 い 世 代 」 ， 「 親 や 保 護 者 」 及 び 「 高 齢 者 」 の そ れ ぞ れ  

   に 伝 わ る 方 法 で の 情 報 提 供 を 工 夫 す る 必 要 が あ る と 考 え ま す 。  

   （ 例 ， 電 子 メ ー ル ・ Ｓ Ｎ Ｓ 等 の 活 用 ， 消 費 生 活 コ ー デ ィ ネ ー タ  

   ー 等 の 啓 発 活 動 の 充 実 等 ）  

 

■問  今後，消費生活に関する情報を広く知ってもらうためには，どのようなことが

必要だと思いますか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ = 1 , 4 0 6  

ｎ = 1 , 4 0 6  
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■問 今後，消費生活に関する情報を誰に知ってもらうことが重要だと思いますか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  「 学 校 教 職 員 ア ン ケ ー ト 」 か ら の 考 察  

 

(ｱ)  子 ど も た ち の 消 費 生 活 に つ い て ， ど う 考 え る か  

現 状 ◇ 子 ど も た ち の 消 費 生 活 に つ い て ， 「 憂 慮 さ れ て い る こ と が あ る  

    」 と の 回 答 は 約 ６ 割 （ 59.7％ ） で ， 「 憂 慮 さ れ て い る こ と 」 と  

   し て は ， ス マ ー ト フ ォ ン や イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 に よ る 消 費 者 ト  

   ラ ブ ル ， 金 銭 管 理 が 挙 げ ら れ ま し た 。  

課 題 ◆ こ の た め ， ス マ ー ト フ ォ ン や イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 に よ る 消 費 者  

   ト ラ ブ ル ， 金 銭 管 理 に つ い て ， 憂 慮 を 取 り 除 く 対 策 を 講 じ る こ  

   と （ 学 校 教 職 員 ・ 保 護 者 へ の 情 報 提 供 等 ） が 必 要 と 考 え ま す 。  

 

■問 憂慮が「ある」とお答えの方にお伺いします。  

    子どもたちの消費生活について憂慮されていることは何ですか。（複数回

答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ = 1 , 4 0 6  

ｎ = 7 7 0  
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(ｲ)  学 校 で 消 費 者 教 育 を 行 っ て い く 上 で の 問 題 点  

現 状 ◇ 学 校 で 消 費 者 教 育 を 行 っ て い く 上 で ， 「 問 題 が あ る 」 と の 回 答  

   は 約 ７ 割 （ 6 8.4％ ） で し た 。 そ の 内 容 は ， 「 教 材 が な い ， ま た  

   は 不 十 分 で あ る 」 ， 「 い つ ， だ れ が ， ど の 教 科 で 実 施 す る の か  

   わ か ら な い 」 が 挙 げ ら れ ま し た 。  

  ◇ 本 市 で は ， 教 育 委 員 会 ， 学 校 （ 小 ・ 中 ・ 高 等 学 校 ） 及 び 消 費 生  

   活 セ ン タ ー の 連 携 す る 「 柏 市 消 費 者 教 育 推 進 連 絡 会 」 を 設 置 し ，  

   消 費 者 教 育 の 視 点 を 持 っ た 授 業 開 発 や 事 例 集 の 発 行 等 を 通 し て  

   消 費 者 教 育 の 実 践 を 目 指 し て い ま す 。    

   し か し ， こ の 連 絡 会 の 活 動 内 容 に つ い て ， 約 ８ 割 （ 80.8％ ） が  

   「 知 ら な い 」 と 回 答 し ま し た 。  

課 題 ◆ 学 校 で 消 費 者 教 育 を 行 う た め の 教 材 （ 実 践 事 例 集 ・ Ｄ Ｖ Ｄ 等 ）  

   に つ い て の 情 報 提 供 が ， よ り 一 層 必 要 と 考 え ま す 。  

 

■問 学校で消費者教育を行っていく上で，問題はありますか。  

 

 

 

 

 

 

■問 前問で「ある」とお答えの方にお伺いします。  

    学校で消費者教育を行っていく場合の問題は何ですか。（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ = 7 7 0  

ｎ =５ ２ ７  
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(ｳ)  消 費 者 教 育 を 行 う 場 合 に 協 力 し て ほ し い 人 や 機 関  

 現 状 ◇ 消 費 者 教 育 を 実 施 す る 場 合 ， 協 力 し て ほ し い 人 や 機 関 が 「 あ る  

    」 と の 回 答 が 54.9％ で ， 協 力 し て ほ し い 人 ・ 機 関 と し て ， 事 業  

    者 ， 行 政 ， 家 庭 が 挙 げ ら れ ま し た 。  

   ◇ 「 あ る 」 と 答 え た 人 の 自 由 回 答 を 「 小 ・ 中 ・ 高 等 学 校 」 ご と に  

    分 け た と こ ろ ， 小 学 校 で は 「 金 銭 教 育 」 ， 中 学 校 で は 「 ネ ッ ト  

    モ ラ ル 」 の 協 力 の 希 望 が 多 く あ り ま し た 。  

    ま た ， 共 通 し て ， 「 専 門 家 か ら の 事 例 や 説 明 」 ， 「 家 庭 教 育 の  

    必 要 性 」 及 び 「 具 体 的 な 指 導 教 材 が 欲 し い 」 と い う 回 答 が 多 く  

    あ り ま し た 。  

 課 題 ◆ 消 費 者 教 育 の 担 い 手 と な る 事 業 者 ， 行 政 ， 家 庭 と の 連 携 を 図 る  

    こ と が 必 要 と 思 わ れ ， 今 後 ， 具 体 的 な 資 料 の 提 示 や ， 効 果 的 な  

    連 携 方 法 に つ い て の 検 討 及 び 実 践 が 重 要 と 考 え ま す 。  

 

   ■問  消費者教育を実施する場合，協力してほしい人や機関はありますか。  

 

 

 

 

 

 

 

ウ  「 事 業 所 ア ン ケ ー ト 」 か ら の 考 察  

今 後 取 り 組 む こ と が 可 能 な 消 費 者 教 育 の 方 法  

 現 状 ◇ 従 業 員 に 対 し て 消 費 者 問 題 に 関 す る 啓 発 （ 消 費 者 教 育 ） を ，  

    「 行 っ て い な い 」 事 業 所 が 約 ８ 割 （ 77％ ） で し た 。  

  ◇ 今 後 取 り 組 む こ と が 可 能 な 消 費 者 教 育 の 方 法 （ 選 択 式 ） と し て  

   は ， 「 チ ラ シ や パ ン フ レ ッ ト の 職 場 内 回 覧 」 （ 4 6％ ） ， 「 チ ラ  

   シ や パ ン フ レ ッ ト の 配 布 」 （ 4 6％ ） が 挙 げ ら れ ま し た 。  

課 題 ◆ 事 業 所 が 必 要 と す る チ ラ シ や パ ン フ レ ッ ト に よ る 情 報 提 供 を 行  

   う こ と に よ っ て ， 事 業 所 に お け る 消 費 者 教 育 が 進 む も の と 推 察  

   さ れ ま す 。  

  ま た ， 携 帯 電 話 ・ ス マ ー ト フ ォ ン ・ イ ン タ ー ネ ッ ト に 関 す る ト  

  ラ ブ ル ， 悪 質 商 法 に 関 す る 情 報 提 供 又 は 消 費 者 講 座 （ 出 前 講 座  

ｎ = 7 70  
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  等 ） を 消 費 生 活 コ ー デ ィ ネ ー タ ー 及 び 地 域 住 民 等 と 連 携 し て 実  

  施 す る こ と に よ り ， 消 費 者 教 育 に 関 心 を 持 っ て も ら う こ と は ，    

  従 業 員 の み な ら ず ， 地 域 住 民 に と っ て も 有 効 で あ る と 考 え ま す 。  

   （※アンケート結 果 の数 値 は， 1 0 0  以 下 のため，小 数 点 以 下 を四 捨 五 入 しました。）  

 

■問 消費者問題に関する啓発（消費者教育）を行っていますか。  

 

 

 

 

 

 

 

■問 今後取り組むことが可能な消費者教育の方法は何ですか。  

   当てはまるものをいくつでもお選びください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ = 4 8  

ｎ = 4 8  
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■問 消費者教育を行う場合に取り上げたいテーマは何ですか。（３つまで）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ = 4 8  
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第 ３章  消費者教育の基本的な方向性 （重点目標 ）  

 

１  基本的な方向性 （重 点目標 ）  

  

 本 市 で は ， 学 校 ， 地 域 ， 家 庭 ， 職 域 と 様 々 な 場 に お い て ， 教 職 員 ， 消

費 者 団 体 ， 地 域 関 係 者 ， 事 業 者 ・ 事 業 者 団 体 ， 消 費 生 活 相 談 員 及 び 消 費

生 活 コ ー デ ィ ネ ー タ ー 等 の 担 い 手 に よ り ， こ れ ま で も 消 費 者 教 育 の 取 組

み が 行 わ れ て き ま し た が ， 未 だ 十 分 と は 言 え な い 状 況 に あ り ま す 。  

 そ の た め ， 本 市 で は ， 様 々 な 「 場 」 や 「 担 い 手 」 に よ り ， 消 費 者 教 育

の 取 組 み が さ ら に 充 実 す る こ と ， ま た 新 し い 取 組 み が 市 内 全 体 へ 広 が る

こ と を 目 指 し て ， 消 費 者 教 育 を 推 進 す る た め の 「 ま ち づ く り 」 「 人 づ く

り 」 を ， 本 計 画 に 沿 い な が ら ， 支 援 し て い き ま す 。  

 こ こ で は ， 第 ２ 章 で 整 理 し た 課 題 か ら ， 今 後 ， 目 指 す べ き 方 向 性 （ 重

点 目 標 ） と し て ， 三 つ の 柱 を 掲 げ ま す 。  

 な お ， こ の 「 方 向 性 （ 重 点 目 標 ） 」 は ， 急 激 な 社 会 情 勢 の 変 化 や 計 画

の 進 捗 状 況 ， 国 の 消 費 者 教 育 に 関 す る 施 策 の 動 向 等 を 踏 ま え ， 必 要 に 応

じ て 見 直 し を 行 う こ と と し ま す 。  

 

( 1）  ライフステージや場に応 じた体系的な消費者教育の推進  

 消 費 者 教 育 は ， 対 象 が 広 範 囲 で あ り ， 消 費 生 活 の あ ら ゆ る 領 域 に 関 連

し ま す が ， 国 の 基 本 方 針 に 従 い ， そ の 対 象 領 域 を ① 消 費 者 市 民 社 会 の 構

築 ， ② 商 品 等 や サ ー ビ ス の 安 全 ， ③ 生 活 の 管 理 と 契 約 ， ④ 情 報 と メ デ イ

ア の ４ つ に 分 類 ， さ ら に 幼 児 期 か ら 高 齢 期 ま で の 各 ラ イ フ ス テ ー ジ の 発

達 段 階 ご と に 身 に つ け る 目 標 を 設 定 す る こ と で ， 体 系 的 な 消 費 者 教 育 を

目 指 し ま す 。 （ 資 料 編 63 頁 ， 「 国 の 消 費 者 教 育 の 体 系 イ メ ー ジ マップ」

参 照 。 )  

 ま た ， 柏 市 で は ， 学 校 に お け る 消 費 者 教 育 を 推 進 し て き た こ と を 重 視

し ， 学 校 教 育 を 中 心 と し た 「 柏 市 版 消 費 者 教 育 の 体 系 イ メ ー ジ マ ッ プ 」

（ 19 頁 参 照 ） を 作 成 し ま し た 。  
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国 の 基 本 方 針 に お け る 対 象 領 域 と 消 費 者 教 育 が 育 む べ き 力 （ 目 標 ）  

対 象 領 域  消 費 者 教 育 が育 むべき力 （目 標 ）  

消 費 者 市 民 社

会 の構 築  

・自 らの消 費 が環 境 ，経 済 ，社 会 及 び文 化 等 の幅 広 い分 野 において，他  

 者 に影 響 を及 ぼし得 るものであることを理 解 し，適 切 な商 品 やサービスを  

 選 択 できる力  

・持 続 可 能 な社 会 の実 現 に向 けて，多 くの人 々と協 力 して取 り組 むことがで  

 きる力  

・消 費 者 が，個 々の消 費 者 の特 性 や消 費 生 活 の多 様 性 を相 互 に尊 重 しつ  

 つ，主 体 的 に社 会 参 画 することの重 要 性 を理 解 し，他 者 と協 働 して消 費  

 生 活 に関 連 する諸 課 題 の解 決 のために行 動 できる力  

商 品 等 やサー

ビスの安 全  

・商 品 等 やサービスの情 報 収 集 に努 め，安 全 性 に関 する表 示 等 を確 認 し，  

 危 険 を回 避 できる力   

・商 品 等 やサービスによる事 故 ・危 害 が生 じた際 に，事 業 者 に対 して補 償 や  

 改 善 ，再 発 防 止 を求 めて適 切 に行 動 できる力  

生 活 の管 理 と

契 約  

・適 切 な情 報 収 集 と選 択 による，将 来 を見 通 した意 思 決 定 に基 づき，自 ら  

 の生 活 の管 理 と健 全 な家 計 運 営 をすることができる力  

・契 約 締 結 による権 利 や義 務 を明 確 に理 解 でき，違 法 ・不 公 正 な取 引 や  

 勧 誘 に気 づき，トラブルの回 避 や事 業 者 等 に対 して補 償 ，改 善 ，再 発 防  

 止 を求 めて適 切 に行 動 できる力  

情 報 とメデイア  ・高 度 情 報 化 社 会 における情 報 や通 信 技 術 の重 要 性 を理 解 し，情 報 の収  

 集 ・発 信 により消 費 生 活 の向 上 に役 立 てることができる力  

・情 報 ，メディアを批 判 的 に吟 味 して，個 人 情 報 管 理 や知 的 財 産 保 護 等 ，  

 様 々な情 報 を読 み解 く力 （メディアリテラシー）を身 につけ，活 用 できる力  

 

 

( 2）  消費者教育を担 う人材の育成 ・効 果的な情報発信機能の強化  

 ラ イ フ ス テ ー ジ や 場 に 応 じ た 体 系 的 な 消 費 者 教 育 の 推 進 に あ た っ て は ，

行 政 だ け で な く ， 地 域 の 各 種 団 体 ， 学 校 ， 事 業 者 等 ， 様 々 な 担 い 手 が 消

費 者 教 育 に お い て ， 実 際 に 期 待 さ れ て い る 役 割 の 理 解 が 深 め ら れ る よ う

に ， 消 費 生 活 セ ン タ ー 等 が 中 心 と な っ て 働 き か け を 行 っ て い き ま す 。  

 特 に ， 本 市 独 自 の 制 度 で ， 地 域 に お け る 担 い 手 で あ る 「 消 費 生 活 コ ー

デ ィ ネ ー タ ー 」 ・ 「 消 費 生 活 サ ポ ー タ ー 」 ， 消 費 生 活 セ ン タ ー に お け る

担 い 手 で あ る 「 消 費 生 活 相 談 員 及 び 消 費 者 教 育 相 談 員 」 ， 学 校 に お け る

担 い 手 で あ る 「 学 校 教 職 員 」 等 を 中 心 に ， 持 続 的 な 消 費 者 教 育 の 推 進 を



 

 

- 17 - 

目 的 と し た 人 材 育 成 の 充 実 と ， 地 域 ・ 学 校 等 に お け る 啓 発 事 業 の 活 性 化

に よ る 消 費 者 教 育 の 理 解 ・ 促 進 を 図 り ま す 。  

 ま た ， 消 費 者 教 育 を 効 果 的 に 進 め て い く た め に は ， 国 ・ 県 ・ 関 係 機 関

等 か ら 幅 広 い 情 報 を 収 集 す る と と も に ， 消 費 生 活 セ ン タ ー に お け る 相 談

内 容 を デ ー タ 分 析 し ， 消 費 者 ト ラ ブ ル 未 然 防 止 に つ な が る 情 報 を 地 域 ・

学 校 へ 有 効 か つ 迅 速 に 活 用 ・ 提 供 で き る よ う ， 市 広 報 ・ ホ ー ム ペ ー ジ 等

を 通 じ た 情 報 発 信 の 充 実 に 努 め ま す 。  

 さ ら に ， 地 域 ・ 学 校 及 び 様 々 な 「 場 」 の 特 性 に 応 じ た 啓 発 リ ー フ レ ッ

ト ・ ち ら し 及 び Ｄ Ｖ Ｄ 等 の 効 果 的 活 用 の 推 進 を 図 り ま す 。  

 

( 3）  多様な主体 （行 政 ・警 察 ・地 域団体 ・消 費者団体 ・事 業者等 ）との連携  

 消 費 者 教 育 は ， 私 た ち の 暮 ら し の 中 で ， あ り と あ ら ゆ る 消 費 生 活 に 関

わ り が あ り ， 対 象 ・ 内 容 も 多 岐 に 渡 り ， 消 費 生 活 セ ン タ ー だ け で 対 応 す

る こ と は 困 難 で す 。  

 そ こ で ， 警 察 ・ 消 費 者 団 体 ・ 事 業 者 等 の 関 係 機 関 が 有 す る 消 費 生 活 に

関 す る 様 々 な 情 報 を 共 有 し ， 消 費 者 被 害 の 未 然 防 止 と 消 費 者 市 民 社 会 の

形 成 に 効 果 的 に 生 か せ る よ う 、 多 様 な 主 体 と の 連 携 を 図 り ま す 。  

 ま た ， 公 正 で 持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 に 参 画 で き る 消 費 者 の 育 成 に 向 け ，

環 境 教 育 ， 食 育 ， 国 際 理 解 教 育 及 び 金 融 教 育 等 ， 消 費 者 教 育 と 同 様 に 人

や 社 会 ・ 環 境 に 配 慮 し た 消 費 行 動 （ 倫 理 的 消 費 ） の 理 解 の 促 進 を 図 り ま

す 。   
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 ２  重点目標達成に向けた施策体系図  

 

 

消費者市民社会の実現に向けて  

 

 

１  ライフステージや場に応 じた体系的な消費者教育の推進  

 

     ・ 学 校 教 育 等 に お け る 消 費 者 教 育 の 推 進  

     ・ 地 域 ・ 家 庭 に お け る 消 費 者 教 育 の 推 進  

     ・ 職 域 に お け る 消 費 者 教 育 の 推 進  

 

 

 

２  消費者教育を担 う人材の育成 ・効 果的な情報発信機能の強化  

 

     ・ 地 域 人 材 （消費生活コーディネーター等）の 育 成 ・ 活 動 支 援  

     ・ 消 費 生 活 相 談 員 及 び 消 費 者 教 育 相 談 員 の 育 成  

     ・ 学 校 教 職 員 へ の 動 機 付 け 及 び 実 践 へ の 支 援  

     ・ 消 費 者 教 育 の 効 果 的 な 情 報 発 信 機 能 の 強 化  

 

 

 

３  多様な主体（行政・警察・地域団体・消費者団体・事業者等）との連携  

 

     ・ 関 係 部 署 と の 連 携  

     ・ 地 域 と の 連 携  

     ・ 消 費 者 団 体 と の 連 携  

     ・ 事 業 者 等 と の 連 携  
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３  柏市版消費者教育の体系イメージマップ  
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 ４  数値目標 （成 果指標 ）  

 

 本 計 画 を 推 進 す る 効 果 の 指 標 と し て ， 目 標 年 ま で の 数 値 目 標 を 以 下 の

と お り と し ま す 。 な お ， 最 終 年 度 の 前 年 （ 令 和 ６ 年 （ ２ ０ ２ ４ 年 ） ） に

ア ン ケ ー ト 調 査 を 行 い ， そ の 数 値 を 測 る も の と し ま す 。  

  

１  消 費 生 活 セ ン タ ー の 業 務 内 容 を 知 っ て い る 割 合  

４ ２ ． ２ ％ ⇒ ６ ５ ％ （ 市 民 ア ン ケ ー ト ・ 9 頁 図 参 照 ）  

 

２  学 校 で 消 費 者 教 育 を 行 っ て い く 上 で 問 題 が な い と 答 え る 割 合  

３ １ ． ６ ％ ⇒ ５ ０ ％ （ 学 校 教 職 員 ア ン ケ ー ト ・ 11 頁 図 参 照 ）  

 

３  事 業 所 で 消 費 者 問 題 に 関 す る 啓 発 （ 消 費 者 教 育 ） を 行 っ て い る 割 合  

  ２ ３ ％ ⇒ ３ ５ ％ （ 事 業 所 ア ン ケ ー ト ・ 13 頁 図 参 照 ）  

 

 ５  年度別重点推進領域  

 

 本 計 画 の 年 度 ご と の 重 点 推 進 領 域 を 以 下 の と お り と し ま す 。  

 一 部 改 訂 に よ り ， ４ 年 目 以 降 の 内 容 を 加 筆 ， 修 正 し ま し た 。  

（ 21 頁 「 柏 市 版 消 費 者 教 育 の 体 系 イ メ ー ジ マ ッ プ 」 参 照 ）  

 年 度  
特 に 推 進 す る  

領 域 及 び 対 象  
推 進 方 法  

１年目  
３０年度  

(2018 

 年度 ) 

・「契約・金銭管理・生活設計」 

 「情報社会対応」 

・高齢者，幼児期～高校生期  

 を中心に 

・インターネットを使った効果的な周知の確立  

 (市民・学校教職員向け) 

・学校教職員への研修講座開催の検討  

・市民向け啓発チラシの見直し，検討  

・高齢者見守り体制の確立  

２年目  
３１年度  

(2019 

 年度 ) 

・「契約・金銭管理・生活設  

 計」「情報社会対応」 

・高齢者，幼児期～高校生期  

 を中心に 

・チラシ，リーフレット配布先の拡充 (小・中・高   

 等学校，大学，幼稚・保育園，事業所等） 

・市民向け消費者講座の拡充  
・インターネットトラブル対応の拡充  

・高齢者見守り体制の拡充  

３年目  
R２年度

(2020 

 年度 ) 

・「消費者市民社会の構築」 

 「商品安全」 

・全世代対象  

・連携先及び相談先のデータベース化  

・前期２年間を振り返り，未実施部分について 

 見直し検討・実施  

４年目  
R３年度

(2021 

 年度 ) 

・「消費者市民社会の構築」 

 「商品安全」 

・全世代対象  

・柏市経営戦略方針（第五次総合計画  後期

基本計画）との調整  

５年目  
R４年度

(2022 

 年度 ) 

・「消費者市民社会の構築」  

 「商品安全」 

・全世代対象  

・柏市経営戦略方針（第五次総合計画  後期

基本計画）との連動  

（延長した３年分の主要事業の目標値設定） 
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第 ４章  それぞれの場での施策展開  

 一部改訂時 ，昨今の社会情勢 ，これまでの進捗状況などを踏 まえ，必要な見直

しを図 り，最終年度 （令和 ７年度 ）の目標値等を新たに設定 しました。  

 

１  ライフステージや場に応 じた体系的な消費者教育の推進  

 

 (1 )  学 校 教 育 等 に お け る 消 費 者 教 育 の 推 進  

 

 ア  幼 児 期 （ 保 護 者 も 含 む ）  

 就 学 前 の 幼 児 期 は ， 消 費 者 と し て の 最 初 の ス テ ッ プ を 踏 み 出 す 大  

切 な 時 期 で ， ま た ， 生 活 の 場 の 多 く が 「 家 庭 」 ま た は 「 地 域 」 に あ  

る た め ， 家 族 や 周 囲 に 関 心 を も ち ， 生 活 上 の マ ナ ー や ル ー ル 等 を 覚  

え て い く 時 期 に あ た り ま す 。  

 買 い 物 で の 約 束 事 や お 金 の 使 い 方 等 へ の 関 心 を 醸 成 す る た め ， 教  

材 提 供 や 講 師 派 遣 等 に よ り 幼 稚 園 や 保 育 所 等 （ 幼 稚 園 教 諭 ・ 保 育 士  

等 も 含 む ） に お け る 担 い 手 へ の 消 費 者 教 育 の 支 援 を 行 い ま す 。  

 ま た ， 商 品 や 遊 具 等 に よ る 事 故 を 防 止 す る た め ， 幼 稚 園 や 保 育 園  

等 に 加 え ， 保 護 者 に 対 し て は 出 産 前 の 段 階 か ら ， ま た ， 事 業 者 や 周  

囲 の 大 人 に 対 し て は ， 様 々 な 機 会 の 場 を 通 し て ， 商 品 事 故 に 関 す る  

情 報 提 供 や 講 師 派 遣 等 を 実 施 す る 等 ， 子 ど も の 安 全 を 守 る た め に ，  

身 の 回 り の 危 険 に 関 す る 知 識 の 普 及 啓 発 を 推 進 し ま す 。  

 

６年目  
R５年度

(2023 

 年度 ) 

・「消費者市民社会の構築」  

 「商品安全」 

・全世代対象  

・学校教育等における消費者教育の推進  

・地域・家庭における消費者教育の推進  

・職域における消費者教育の推進  

７年目  
R６年度

(2024 

 年度 ) 

・「消費者市民社会の構築」 

 「商品安全」 

・全世代対象  

・学校教育等における消費者教育の推進  

・地域・家庭における消費者教育の推進  

・職域における消費者教育の推進  

・推進の効果を計るアンケート調査の実施  

・次期計画策定に向けての検討開始  

８年目  
R７年度

(2025 

 年度 ) 

・「消費者市民社会の構築」 

 「商品安全」 

・全世代対象  

・学校教育等における消費者教育の推進  

・地域・家庭における消費者教育の推進  

・職域における消費者教育の推進  

・次期計画策定の協議，年度末に策定  
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イ  小 学 生 期 ・ 中 学 生 期  

小 ・ 中 学 校 で は ， 学 習 指 導 要 領 の 改 訂 に 基 づ き ， 主 に 社 会 科 ， 公 民  

 科 ， 家 庭 科 及 び 技 術 ・ 家 庭 科 等 を 中 心 に 消 費 者 教 育 に 関 す る 内 容 が 充  

 実 さ れ ま し た 。 消 費 者 教 育 を ， 学 校 教 育 同 様 に ， 「 生 き る 力 」 を 身 に  

 つ け る 教 育 と 捉 え ， 消 費 生 活 セ ン タ ー に 寄 せ ら れ る 相 談 情 報 や 発 達 段  

 階 に 応 じ た 教 材 の 提 供 を し ま す 。 特 に 本 市 に あ た っ て は ， 「 柏 市 消 費  

 者 教 育 推 進 連 絡 会 」 を 通 じ た 学 校 教 職 員 等 に 対 す る 研 修 ， 学 校 が 開 催   

 す る 研 修 会 へ の 講 師 派 遣 等 の 実 施 を 通 じ た ， 学 校 に お け る 消 費 者 教 育  

 を 支 援 し ま す 。  

 

ウ  高 校 生 期  

高 等 学 校 で も ， 学 習 指 導 要 領 の 改 訂 に 基 づ き ， 公 民 科 及 び 家 庭 科 等  

 を 中 心 に 消 費 者 教 育 に 関 す る 内 容 が 充 実 さ れ ま し た 。 成 人 年 齢 の 引 下  

 げ が 予 定 さ れ て い る 中 ， 生 涯 を 見 通 し た 生 活 の 設 計 管 理 ・ 計 画 や 「 消  

 費 者 市 民 社 会 」 参 画 へ の 重 要 性 ， 契 約 を め ぐ る 問 題 等 ， 消 費 者 と し て  

 主 体 的 に 判 断 し ， 責 任 を も っ て 行 動 で き る 能 力 を 育 む よ う ， 情 報 提 供 ，  

 講 師 派 遣 等 を 通 じ て 支 援 し ま す 。  

 

エ  大 学 ・ 専 門 学 校 等   

大 学 ・ 専 門 学 校 等 で は 未 成 年 者 と 成 年 者 が 混 在 し て お り ， 消 費 者 と  

 し て の 権 利 と 責 任 が 大 き く 変 化 す る た め ， 教 材 情 報 の 提 供 ， 講 師 派 遣  

 を 行 い ， 新 入 生 オ リ エ ン テ ー シ ョ ン や 初 年 次 教 育 等 の 機 会 に 消 費 者 教  

 育 を 円 滑 に 実 施 で き る よ う に し ま す 。  

ま た ， サ ー ク ル ・ ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 等 に も 働 き か け ， 講 座 等 の 共 催  

 や チ ラ シ ・ パ ン フ レ ッ ト 等 の 提 供 等 ， 大 学 と の 「 協 働 」 事 業 の 検 討 も  

 行 い ま す 。     

具体的な施策  現況  

令和 ７年度  

（2025 年度 ）  

までの目標  

１  各 教 科 等 における体 系 的 な消 費 者 教 育 の

推進  

既存実施  授業実践  

小学校 ５校  

中学校 ５校  

高校 ３校  

２  「柏 市 消 費 者 教 育 推 進 連 絡 会 」の開 催 及

び教 員 の消 費 者 教 育 に対 する関 心 を高

め，研 修 に参加 できるような環 境 を整 え，適

切 な教 材 ，資 料 を提 供 することによって児

・年 ３回 の開 催  

・委 員 は，小 ・

中 ・高 等 学 校

の教 職 員 で構

成  

年 ３回の開催  

全 教 職 員 への

周 知 徹 底 と ，

多 様 な周 知 方
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童 ，生徒への浸透を図 る  法 （動 画 等 ）の

活用  

具体的な施策  現況  

令和 ７年度  

（2025 年度 ）  

までの目標  

３  幼児 ･児 童 ・生 徒 ･保 護者向け啓発 リーフレ

ット・ちらし等の作成 ・配布  

未実施  各 校 ・ 各 園 で

年 １ 回 以 上 の

配布  

４  高等 学校における消 費者 教育 授業への支

援や，出前講座等の実施  

 市内全 高等 学

校 に消 費 者 教

育 が 普 及 す る

よう ，授 業 への

支 援 や出 前 講

座等の実施  

５  大 学 及 び専 門 学 校 入 学 時 ガイダンス等 に

おける消費者教育出前講座等の実施  

未実施  希 望 校 への出

前 講 座 等 の実

施  

 

 (2 )  地 域 ・ 家 庭 に お け る 消 費 者 教 育 の 推 進  

 

 ア  子 ど も ， 保 護 者  

   家 庭 に お い て は ， 保 護 者 が 子 ど も に 対 し て 小 遣 い の 使 い 方 や 買 い  

物 の 手 伝 い 等 を 通 じ ， 金 銭 や 物 を 大 切 に 扱 う こ と ， ま た ， ス マ ー ト  

フ ォ ン や イ ン タ ー ネ ッ ト 等 の 使 い 方 の ル ー ル ， 食 の 安 全 や 物 の 安 全  

な 使 い 方 等 の 意 識 を 身 に つ け さ せ る こ と が 望 ま し い と 考 え ま す 。   

 そ の た め ， 家 庭 教 育 支 援 講 座 ， 保 護 者 会 及 び Ｐ Ｔ Ａ 活 動 等 の 多 様   

な 場 を 活 用 し ， 保 護 者 向 け の 金 銭 に 関 す る 教 育 や イ ン タ ー ネ ッ ト の  

適 正 利 用 を テ ー マ と し た 講 座 の 実 施 を 推 進 し ま す 。  

 ま た ， 子 ど も の 消 費 者 被 害 や 事 故 防 止 に 向 け た 各 種 情 報 の 提 供 等  

を 行 い ま す 。  

 

 イ  若 者  

   契 約 や 取 引 の 知 識 ・ 経 験 が 浅 い 若 者 は ， 悪 質 商 法 や イ ン タ ー ネ ッ  

ト 関 連 の 消 費 者 被 害 に 遭 う 可 能 性 が 高 く な り ま す 。 ま た ， 民 法 の 成  

年 年 齢 の 引 下 げ が 行 わ れ た 場 合 ， こ れ ま で 以 上 に 若 者 の 消 費 者 被 害  

が 拡 大 す る 恐 れ が あ り ， 高 校 生 ま で に ， 社 会 人 と し て 求 め ら れ る 知  

識 を 持 つ こ と が で き る よ う 支 援 す る 必 要 が あ り ま す 。  

 し か し ， 若 者 の 殆 ど が 就 学 ・ 就 労 し て い る 可 能 性 が 高 い た め ， 地  

域 社 会 に お け る 消 費 者 教 育 と の 関 わ り が 薄 い の が 現 状 で す 。  
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 そ の た め ， 地 域 で 消 費 者 問 題 を 取 り 組 ん で い る 学 生 サ ー ク ル と 子  

ど も た ち と を 連 携 さ せ る 等 ， 新 た な 消 費 者 教 育 事 業 も 検 討 し て い き  

ま す 。   

   

 ウ  成 人 一 般  

   成 人 一 般 に 対 し て は ， 今 ま で も 消 費 生 活 セ ン タ ー ， 消 費 生 活 相 談  

  員 ， 消 費 者 団 体 及 び 消 費 生 活 コ ー デ ィ ネ ー タ ー 等 に よ る 啓 発 ・ Ｐ Ｒ  

  活 動 を 実 施 し て き ま し た 。 一 般 的 に ， 精 神 的 ・ 経 済 的 に 自 立 し て お   

  り ， 消 費 活 動 の 中 心 と な っ て い る た め ， 消 費 者 ト ラ ブ ル の 当 事 者 と  

  な る ケ ー ス も 多 々 あ り ま す 。 し か し ， 次 世 代 の た め に 持 続 可 能 な 社  

  会 を 形 成 し て い く 責 任 を 負 う 世 代 で あ る と 考 え ら れ る た め ， 引 続 き ，  

  広 報 紙 や ホ ー ム ペ ー ジ 等 を 活 用 し た 情 報 発 信 ， 各 種 消 費 者 講 座 の 開  

  催 等 ， 消 費 者 教 育 や 啓 発 活 動 を 積 極 的 に 行 い ま す 。  

 

 エ  高 齢 者 等  

  急 速 な 高 齢 化 ・ 核 家 族 化 ・ 高 度 情 報 化 等 の 進 展 に 伴 い ， 多 く の 高  

 齢 者 が 「 お 金 」 ， 「 健 康 」 ， 「 孤 独 」 の ３ つ の 大 き な 不 安 を 抱 え て  

 日 々 ， 暮 ら し て い る こ と か ら ， イ ン タ ー ネ ッ ト 関 連 ， 通 信 ・ 訪 問 販  

 売 及 び 電 話 勧 誘 販 売 等 の 被 害 者 に な る こ と が 少 な く あ り ま せ ん 。  

  こ う し た 中 ， 孤 立 し が ち な 単 身 高 齢 者 ・ 障 が い 者 を 地 域 で 支 え あ  

 う 仕 組 み が 必 要 と さ れ ， 既 存 の 地 域 の 見 守 り ネ ッ ト ワ ー ク 活 動 の 中  

で の ， 消 費 者 教 育 及 び 啓 発 活 動 の 強 化 が 求 め ら れ て お り ， 消 費 生 活  

セ ン タ ー 等 に は ， 消 費 者 教 育 の 拠 点 と し て ， 地 域 の 多 様 な 担 い 手 を  

支 援 し ， 関 係 機 関 と の 連 携 を 進 め て い く こ と が 期 待 さ れ て い ま す 。  

  具 体 的 に は ， 町 会 単 位 の サ ロ ン 活 動 や 介 護 予 防 教 室 等 ， 地 域 で 高  

 齢 者 が 集 ま り や す い 場 所 に 出 向 く 「 出 前 講 座 」 の 開 催 ， 民 生 ・ 児 童  

 委 員 ， 介 護 福 祉 士 等 の 福 祉 関 係 者 ， 配 食 サ ー ビ ス 等 の 民 間 事 業 者 等 ，  

 日 頃 か ら 高 齢 者 ・ 障 が い 者 等 に 個 別 訪 問 を 行 っ て い る 支 援 者 等 へ の  

 啓 発 ・ 研 修 ， 特 に 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー と の 連 携 強 化 を 図 り ま す 。  

  本 市 に お い て は ， 「 消 費 生 活 コ ー デ ィ ネ ー タ ー 」 が 地 域 の 消 費 者  

  リ ー ダ ー と し て 活 動 し て い ま す 。 「 消 費 生 活 コ ー デ ィ ネ ー タ ー 」 が  

  こ れ ま で 以 上 に 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ に お け る 消 費 者 教 育 の 中 核 的 存 在  

  と な り ， 行 政 と 地 域 住 民 の 橋 渡 し 役 と し て 活 動 で き る よ う に 支 援 し  

  ま す 。  
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具体的な施策  現況  

令和 ７年度  

（2025 年度 ）  

までの目標  

１  消費生活情報 リーフレット「消 費 生活センタ

ーつうしん」，ホームページ，メール配 信 サー

ビス，広報かしわ等による情報発信  

つうしん年  

４ 回 発 行 ，

メール配 信

適時発信  

つ う し ん ： ４ 回

以上  

・ 広 報 か し わ ：

年 １ 回 特 集 ペ

ージ掲載  

・ HP ： 随 時 最

新情報更新  

・ ツ イ ッ タ ー の

活用  

・ 消 費 者 ト ラブ

ルニュースを月

１～２回発信  

・ メール配 信 サ

ービス （いくくる

メール）の活用  

・ 朗 読 奉 仕 サ

ークル（視 覚 障

がい者 向 け）へ

の情報提供  

（１２回 ）  

２  消費者講座 ，出前講座の開催 （町 会 ，サロ

ン，事業所等 ）  

①消費生活相談員等が講師のもの  

②消費生活 コーディネーターが講師のもの  

③消費者団体が講師のもの  

年 ２１回  

開催  

年 ４０回  

開催  

３  消費 生活 コーディネーターによるチラシ等 の

配布 ，地域活動件数  

チラシ  

1 5 ,000 枚  

活動件数  

１１８件  

チラシ等  

2 5 ,000 枚  

地域活動件数  

１８０件  

４  障害者への消費者啓発   障害者 通所 施

設 や特 別 支 援

学 校 等 での消

費者啓 発機 会

の確保 ・実施  

 

 

  (3)  職 域 に お け る 消 費 者 教 育 の 推 進  

 

   推 進 法 で は ， 事 業 者 は 従 業 者 に 対 し て ， 研 修 を 実 施 し ， 又 は 事 業  

者 団 体 等 が 行 う 講 習 会 を 受 講 さ せ る こ と 等 を 通 じ ， 消 費 生 活 に 関 す  
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る 知 識 及 び 理 解 を 深 め る よ う 努 め る も の と さ れ て い ま す 。  

  事 業 者 は ， 消 費 者 か ら 寄 せ ら れ た 声 を 事 業 者 自 ら の 顧 客 満 足 度 の  

 向 上 に 生 か す こ と は も と よ り ， 情 報 提 供 や 商 品 ， サ ー ビ ス の 開 発 に  

 取 組 む こ と が ， 事 業 者 と し て の 活 動 及 び 社 会 的 責 任 の 観 点 か ら も 欠  

 か せ な い も の で す 。  

  こ の た め ， 事 業 者 が 行 う 社 員 研 修 等 へ の 講 師 派 遣 や ， 教 材 の 貸 出  

し ， 啓 発 リ ー フ レ ッ ト の 配 布 等 の 職 域 に お け る 消 費 者 教 育 に つ い て ，  

行 政 と 事 業 者 と が 連 携 ・ 協 働 し て い く こ と が 必 要 と 考 え ま す 。  

 特 に ， 新 入 社 員 向 け の 社 会 人 と し て の 基 礎 知 識 （ 契 約 ・ 財 産 管  

理 ・ 生 活 設 計 ・ 食 生 活 等 ） や 定 年 退 職 後 の 生 活 設 計 ・ 消 費 者 ト ラ ブ  

ル 事 例 の 情 報 提 供 等 を 検 討 し ま す 。  

  な お ， 本 市 で は ， 「 柏 市 消 費 者 行 政 推 進 協 議 会 」 の 委 員 と し て ，  

 事 業 者 団 体 及 び 事 業 者 の 方 が 参 加 し て お り ， ま ず ， 当 該 委 員 が 所 属  

 す る 事 業 者 ， 商 工 会 議 所 等 を 中 心 に 協 力 を 依 頼 し ， こ の よ う な 社 会  

 的 責 任 を 実 践 で き る よ う 働 き か け を 行 い ま す 。  

    

具体的な施策  現況  

令和 ７年度  

（2025 年度 ）  

までの目標  

１  社員研修等への講師派遣  ２事業者  ５事業者  

２  
社 会 人 （従 業 者 ）向 け啓 発 パンフレット ・ポ

スター等の配布  
２事業者  ５事業者  

３  社会人 （従 業者 ）向 け啓発 ＤＶＤの貸出  ０事業者  ５事業者  
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２  消費者教育を担 う人材の育成 ・効 果的な情報発信機能の強化  

 

 (1 )  地 域 人 材 （ 消 費 生 活 コ ー デ ィ ネ ー タ ー ） の 育 成 ・ 活 動 支 援  

 

 本 市 で は ， 当 時 ， 全 国 的 に 欠 陥 商 品 や 不 良 商 品 が 増 大 し ， 安 全 性 や  

品 質 が 問 わ れ る と い う 消 費 者 保 護 が 不 十 分 で あ っ た 状 況 か ら ， 昭 和  

４ ５ 年 ４ 月 に 「 消 費 生 活 モ ニ タ ー 制 度 」 を 発 足 し ま し た 。 消 費 生 活 モ  

ニ タ ー は 行 政 に 対 す る 意 見 具 申 を 中 心 に 大 き な 役 割 を 果 た し ま し た が ，  

任 期 が ２ 年 程 度 と 限 定 的 で ， 継 続 的 な 活 動 が し に く い と の 指 摘 等 か ら ，  

昭 和 ６ ３ 年 ３ 月 を も っ て 当 該 制 度 を 発 展 的 に 解 消 さ せ ま し た 。 そ し て ，  

同 時 に 各 地 域 で の 市 民 の 参 加 を 求 め ， 消 費 者 の 立 場 に 立 つ 人 材 を 確 保  

し ， 地 域 密 着 型 の 消 費 者 リ ー ダ ー を 育 て よ う と 考 え ， 「 消 費 生 活 コ ー  

デ ィ ネ ー タ ー 制 度 7」 を 発 足 し ま し た 。  

 消 費 生 活 コ ー デ ィ ネ ー タ ー は ， 「 市 民 と 行 政 の パ イ プ 役 」 を 担 っ て  

い ま す 。 制 度 発 足 以 来 ， 地 域 に お け る 「 情 報 発 信 基 地 」 と し て ， ま た ，  

地 域 密 着 型 の 「 消 費 者 リ ー ダ ー 」 （ 身 近 な 相 談 相 手 ） と し て ， 積 極 的  

に 活 動 を 展 開 し て い ま す 。  

 さ ら に ， 平 成 ２ ８ 年 度 か ら は 消 費 生 活 コ ー デ ィ ネ ー タ ー 任 期 修 了 者  

の 活 用 を 図 っ た 「 消 費 生 活 サ ポ ー タ ー 制 度 」 も 発 足 し ， 地 域 で の 啓 発  

活 動 の 充 実 を 図 っ て お り ま す 。  

 

具体的な施策  現況  

令和 ７年度  

（2025 年度 ）  

までの目標  

１  消 費 生 活 コーディネーターに対 しての年 １０

回 の研 修 会 で，消 費 者 問 題 だけでなく地

域 ・事 業者等への啓発アプローチの手法及

び関係団体 との連携方法を学ぶ  

 

既存実施  

消費生活コ

ーディネータ

ー委嘱数  

３６名  

消費生活 コーデ

ィネーター委嘱

数  ４２名  

（ふるさと協議会

２１×２名 ）  

２  消費 生 活サポーターが消費 生 活 コーディネ

ーターの経 験 を生 かした地 域 活 動 ができる

ように支援を図 る  

 

既存実施  

消費生活サ

ポーター登

録数  ６名  

登録消費生活

サポーター登録

数  １０名  
制 度 の充 実 を図 る  

 
7 消 費 生 活 コ ー デ ィ ネ ー タ ー の 役 割 は 次 の と お り で す 。  

① 消 費 者 へ の 啓 発 と し て 各 種 講 座 を 消 費 生 活 セ ン タ ー と 連 携 協 力 し 企 画 運 営

す る ② 身 近 な 相 談 相 手 と な り ,消 費 生 活 セ ン タ ー と の パ イ プ 役 と な り ， 消 費 者

被 害 の 未 然 防 止 ・ 早 期 で 適 切 な 対 応 に つ な げ る ③ 消 費 者 問 題 に 関 す る 情 報 収

集 に 努 め る ④ 地 域 に 情 報 を 提 供 す る ⑤ 調 査 活 動 を 行 い ， 消 費 者 の 実 態 把 握 に

努 め る ⑥ 毎 月 の 研 修 会 に 参 加 し ， 自 己 研 鑽 に 努 め る ⑦ そ の 他 消 費 生 活 に 関 す

る こ と  
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(2)  消 費 生 活 相 談 員 及 び 消 費 者 教 育 相 談 員 の 育 成  

消 費 生 活 セ ン タ ー は 消 費 者 被 害 救 済 の 相 談 窓 口 の 役 割 だ け で な く ，  

 「 消 費 者 教 育 の 拠 点 」 と し て ， そ の 担 い 手 と な る 団 体 等 に お け る 人 材  

 の 育 成 支 援 が 求 め ら れ ま す 。  

そ の た め に は ， 消 費 生 活 相 談 員 が 日 々 の 研 鑽 と 消 費 生 活 相 談 の 対 応  

 の 積 み 重 ね に よ り 獲 得 し た 知 識 と 経 験 を 消 費 者 教 育 の 実 践 活 動 に 活 か  

 し て い く こ と が 必 要 と 考 え ， 消 費 生 活 相 談 員 や 消 費 者 教 育 相 談 員 に よ  

 る 消 費 者 教 育 教 材 の 開 発 や 啓 発 講 座 の 講 師 等 ， 消 費 者 教 育 の 「 担 い 手  

 」 と し て の 役 割 を 実 践 で き る よ う に ， 研 修 及 び 必 要 人 員 体 制 等 の 充 実  

 に 努 め ま す 。  

  

具体的な施策  現況  

令和 ７年度  

（2025 年度 ）  

までの目標  

１  国民生活センターや都道府県等が開催す

る研修会への参加  

 

年 １３回  年 ３０回  

初任者研修等

の充実を見込

む  

 

(3)  学 校 教 職 員 へ の 動 機 付 け 及 び 実 践 へ の 支 援  

 

 平 成 ４ 年 度 に 施 行 さ れ た 学 習 指 導 要 領 に 消 費 者 教 育 が 盛 り 込 ま れ ， 消

費 者 行 政 か ら の 積 極 的 な 支 援 策 が 望 ま れ る よ う に な っ た こ と を 受 け ， 平

成 ３ 年 ５ 月 に ， 学 校 に お け る 消 費 者 教 育 を 推 進 す る た め ， 「 柏 市 消 費 者

教 育 推 進 連 絡 会 要 領 」 を 制 定 し ，「 柏 市 消 費 者 教 育 推 進 連 絡 会 8」 を 設

置 し ， 消 費 者 教 育 に 関 す る 知 識 等 が 充 実 し た 教 員 に よ る 消 費 者 教 育 実 践

へ の 支 援 を 継 続 的 に 行 っ て い ま す 。  

 個 々 の 子 ど も の 「 生 き る 力 」 を 育 む と い う 観 点 か ら 消 費 者 市 民 社 会  

へ の 積 極 的 な 参 画 を 促 す た め に 学 校 教 育 関 係 者 と の 連 携 は 重 要 と 考 え  

ま す 。  

 学 習 指 導 要 領 等 に お け る 消 費 者 教 育 に 関 す る 教 育 内 容 を 反 映 し た 授  

業 と ， 消 費 生 活 セ ン タ ー と の 連 携 の 強 化 に よ り ， 消 費 者 教 育 に 対 す る  

教 職 員 へ の 動 機 付 け （ モ チ ベ ー シ ョ ン ） 及 び 資 料 ・ 教 材 の 活 用 に 対 し  

て 積 極 的 に 支 援 し ま す 。  

 
8  学 校 での消 費 者 教 育 を支 援 ，推 進 するための連 絡 会 であり，柏 市 内 の小 中 高 学 校

の教 員 及 び教 育 委 員 会 の指 導 課 長 等 （委 員 数 は１０数 名 ）から構 成 されています。  
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具体的な施策  現況  

令和 ７年度  

（2025 年度 ）  

までの目標  

１  「柏 市 消費者教育推進連絡会 」の開催  

 

年 ３ 回 開

催 ，連 絡 会

の 研 修 内

容 の 全 教

職員への周

知  

年 ３回開催  

全 教 職 員 への

周 知 徹 底 と ，

多 様 な周 知 方

法 （動 画 等 ）の

活用  

２  「消 費 者教育授業実践事例集 」の作成  

 

２ 年 に １ 回

発 行 ，消 費

者教育ポー

タルサイトへ

の掲載  

令 和 ６ ・ ７年 度

の 活 動 に つ い

て事 例 集 を発

行 し ， 市 内 全

校に配布  

 

 (4 )  消費者教育の効果的な情報発信機能の強化  

 

消 費 生 活 セ ン タ ー は 消 費 者 教 育 を 効 果 的 に 進 め て い く た め に ， 国 ・  

 県 ・ 関 係 機 関 等 と の 連 携 に よ り 幅 広 い 情 報 収 集 を 行 う と と も に ， 必 要  

 な 情 報 を 提 供 し て い く 等 ， 消 費 者 教 育 ・ 啓 発 に 関 す る 情 報 発 信 力 の 充  

 実 に 努 め て い き ま す 。 ま た ， 様 々 な メ デ イ ア ・ 機 会 を 通 じ ， 消 費 生 活  

 相 談 窓 口 で あ る 「 消 費 生 活 セ ン タ ー 」 の 周 知 ・ Ｐ Ｒ を 図 り ま す 。  

さ ら に ， ４ ２ 万 市 民 に 「 消 費 者 市 民 社 会 」 の 理 念 を 浸 透 さ せ る べ く ，  

 消 費 者 教 育 ・ 啓 発 に つ な が る 「 暮 ら し に 役 立 つ 消 費 生 活 情 報 」 を 迅 速  

 か つ 有 効 に 届 け ま す 。 特 に ， 高 齢 ・ 障 が い 等 に よ り ， 自 ら 消 費 生 活 情  

 報 に ア ク セ ス す る こ と が 困 難 な 市 民 へ の ， 家 族 や 支 援 者 等 を 含 め た 情  

 報 伝 達 に つ い て ， 検 討 し て い き ま す 。 な お ， 高 齢 者 及 び 幼 児 ・ 児 童 に  

 対 し て は ， 文 字 の 大 き さ や 興 味 を 持 て る よ う 読 み や す さ へ の 工 夫 に も  

 配 慮 し ， 障 が い の 特 性 に 応 じ て ， 点 字 や 読 み 上 げ ソ フ ト の 対 応 等 も 検  

 討 し て い き ま す 。  

ま た ， 学 ん だ こ と を 身 近 な 人 に 伝 え て い く こ と の 重 要 性 も 併 せ て 伝  

 え る 等 ， よ り 効 果 の あ る 情 報 発 信 を 目 指 し ま す 。  

現 時 点 で は ， 消 費 者 教 育 を 推 進 さ せ る た め に は ， 広 報 紙 や ホ ー ム ペ  

 ー ジ の 活 用 を 図 る と と も に ， 学 校 や 地 域 等 に お い て 提 供 す る 多 様 な 教  

 材 等 も 率 先 し て 有 効 活 用 を し て い く こ と も 重 要 と 考 え ま す 。  

ま た ， 年 齢 や 様 々 な 場 （ 学 校 ， 地 域 ， 家 庭 ， 職 域 等 ） の 特 性 に 応 じ  

 た 啓 発 パ ン フ レ ッ ト や Ｄ Ｖ Ｄ 等 の 効 果 的 な 活 用 を 図 り な が ら 推 進 し て  

 い き ま す 。   
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具体的な施策  現況  

令和 ７年度  

（2025 年度 ）  

までの目標  

１  情 報 リーフレッ ト 「消 費 生 活 センターつうし

ん」，ホームページ，メール配信 サービス，広

報かしわ等による情報発信 （再 掲 ）  

つうしん年  

４ 回 発 行 ，

メール配 信

適時発信  

つ う し ん ： ４ 回

以上  

・ 広 報 か し わ ：

年 １ 回 特 集 ペ

ージ掲載  

・ HP ： 随 時 最

新情報更新  

・ ツ イ ッ タ ー の

活用  

・ 消 費 者 ト ラブ

ルニュースを月

１～２回発信  

・ メール配 信 サ

ービス （いくくる

メール）の活用  

・ 朗 読 奉 仕 サ

ークル（視 覚 障

がい者 向 け）へ

の情報提供  

（１２回 ） （再 掲 ）  

２  消 費 者 教 育 に関 する教 材 （ＤＶＤ等 ）の周

知 ・貸 出 し  

 

貸出 し件 数

２１件  

貸出 し件数  

２５件  

３  パネル展示等  

（消 費 生 活 コーディネーターが企 画するもの

を含む）  

 年間 １０回  

以上の開催  

４  消費者月間の啓発  

（毎 年 5 月 ）  

・パネル展  

・図 書 企 画 展

示  

・ ポ ス タ ー 掲

示  

・電 子 掲 示 板  

効 果 的 な情 報

発信  

２種類以上  

 

 

 ３  多様な主体（行政・警察・地域団体・消費者団体・事業者等）との連携  

 

消 費 者 教 育 の 各 種 施 策 を 実 施 し て い く た め に は 消 費 生 活 セ ン タ ー が 単

独 で 実 施 す る だ け で は 難 し く ， 食 育 や 環 境 教 育 等 を 実 施 す る 担 当 部 署 や ，

地 域 で 活 動 す る 様 々 な 団 体 等 と 連 携 ・ 協 働 す る 視 点 が 不 可 欠 と 考 え ま す 。  

庁 内 で は ， 消 費 生 活 セ ン タ ー を は じ め と す る 多 く の 部 署 に お い て ， 消

費 生 活 に 関 連 す る 様 々 な 事 業 が 行 わ れ て い ま す 。  

ま た 庁 外 に お い て も ， 振 り 込 め 詐 欺 等 の 被 害 防 止 活 動 を 行 う 警 察 ， 地
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域 活 動 や 社 会 貢 献 活 動 の 一 環 と し て 消 費 生 活 に 係 る 事 業 行 う ふ る さ と 協

議 会 ， 町 会 ・ 自 治 会 ， 消 費 者 団 体 及 び 事 業 者 等 ， 様 々 な 団 体 が 連 携 し あ

い な が ら ， 各 々 に 活 動 を 推 進 し て い ま す 。  

消 費 者 教 育 の 担 い 手 で あ る 多 様 な 主 体 と 消 費 生 活 セ ン タ ー が 連 携 し ，

情 報 共 有 を 図 る と と も に ， 育 成 ・ 支 援 し て い く こ と で ， 消 費 者 教 育 を 総

合 的 に 推 進 し て い き ま す 。  

 

 (1 )  消費者行政推進協議会  

   本市における市民の消費生活の安定及び向上を図 るため，柏市 消費者行

政推進協議会 （以 下 「協議会 」という。）を設置 している。  

協 議 事 項  

( 1 )消費者啓発及び消費者教育に関すること  

( 2 )消費者団体に関すること  

( 3 )消費者教育の推進に関する法律 （平 成 ２４年 法律第 ６１号 ）第

２０条第 ２項各号に掲げる事務に関すること  

( 4 )その他消費者行政に関すること  

委 員 定 数  １５人 以内  

任 期  ２年  

委 員 構 成  

・消 費 者  

・消 費 者団体に属する者  

・事 業 者 ・事 業者団体に属する者  

・学 識 経験者  

・その他市長が必要 と認 める者  

 

 (2 )  関係部署 との連携  

 本 市 の ， さ ま ざ ま な 部 署 と 円 滑 な 情 報 交 換 ・ 情 報 共 有 を 図 る こ と に

よ っ て ， 既 に 取 り 組 み を し て い る 事 業 ・ 施 策 等 と の 融 合 ・ 連 携 を 図 り ，

消 費 者 教 育 を 進 め て い き ま す 。  

※  関 係 部 署 と の 連 携 に つ い て の 詳 細 は ， 資 料 編 （ 39-47 頁 ） を 参 照  

 し て く だ さ い 。  

（ 具 体 的 な 連 携 先 事 例 ）   

 ・ 総 務 部 防 災 安 全 課 （ 詐 欺 被 害 防 止 教 育 ）  

・ こ ど も 部 （ 子 ど も 事 故 防 止 教 育 ）  

・ 保 健 福 祉 部 地 域 包 括 支 援 課 （ 権 利 擁 護 教 育 ）  

  ・ 環 境 部 環 境 政 策 課 （ 環 境 教 育 ）  

・ 経 済 産 業 部 （ 食 育 ）  

 ・ 教 育 委 員 会 （ 指 導 課 ・ 生 涯 学 習 課 ・ 中 央 公 民 館 ・ 図 書 館 ： 各 種 消  

        費 者 教 育 ， 少 年 補 導 セ ン タ ー ： 情 報 モ ラ ル 教 育 ， 学  

        校 保 健 課 ： 食 育 ）   



 

 

- 32 - 

 (3 )  地 域 と の 連 携  

 本 市 に お け る 地 域 と の 連 携 に つ い て は ， 特 に 消 費 生 活 コ ー デ ィ ネ ー  

タ ー 及 び 消 費 生 活 サ ポ ー タ ー を 中 心 に 地 域 関 連 団 体 ・消費者団体・事  

業者等と 連 携 し ， 消 費 者 被 害 や 各 種 事 故 の 未 然 防 止 を 目 的 と し た 高 齢  

者 ・ 障 が い 者 及 び 子 ど も へ の 地 域 で の 見 守 り 体 制 を 構 築 し て い き ま す 。  

 （ 具 体 的 な 連 携 先 事 例 ）  

  ・ ふ る さ と 協 議 会  

・ 民 生 委 員 児 童 委 員 協 議 会  

・ 柏 市 民 健 康 づ く り 推 進 員 連 絡 協 議 会  

・ 町 会 ・ 自 治 会 ・ 区 等  

・ （ 地 区 ） 社 会 福 祉 協 議 会  

  ・ 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー  

・ 地 域 生 活 支 援 セ ン タ ー （ あ い ネ ッ ト ）  

 

 (4 )  消 費 者 団 体 と の 連 携  

   本 市 の 消 費 者 団 体 は ， 長 年 に わ た り ， 市 民 の 消 費 生 活 向 上 に 関 す  

る 啓 発 活 動 に 取 り 組 ん で き ま し た 。 本 市 と の 連 携 で は ， 高 齢 者 の 消  

費 者 被 害 の 未 然 防 止 を 主 な 目 的 と し た 市 内 各 地 域 で の 出 前 講 座 の 講  

師 派 遣 ， 各 種 消 費 生 活 イ ベ ン ト へ の 出 展 な ど が あ げ ら れ ま す 。  

 （ 具 体 的 な 連 携 先 事 例 ）  

  ・ 柏 生 活 ク ラ ブ  

・ 柏 市 消 費 生 活 「 か た く り の 会 」  

・ 柏 市 消 費 者 の 会  

・ 千 葉 県 消 費 者 団 体 連 絡 協 議 会  

 

 (5 )  事 業 者 等 と の 連 携  

「 推 進 法 」 の 施 行 に よ り ， 消 費 者 及 び 従 業 員 に 対 す る 消 費 者 教 育  

が ， 事 業 者 等 の 努 力 義 務 と な っ た こ と か ら ， よ り 一 層 の 推 進 が 求 め  

ら れ て い ま す 。 消 費 者 と 事 業 者 等 が と も に 消 費 者 市 民 社 会 の 形 成 に  

向 け て 意 識 ・ 情 報 を 共 有 し ， よ り よ い 関 係 を 構 築 す る た め ， 事 業 者  

等 に 対 し て ， 消 費 者 に 必 要 な 情 報 提 供 ・ 研 修 を 行 う 等 を 働 き か け ，  

情 報 交 換 の 場 づ く り を 行 い ま す 。   

 ま た ， 特 に 子 ど も や 高 齢 者 を 対 象 と し た 消 費 者 教 育 や 消 費 者 ト ラ  

ブ ル 未 然 防 止 に つ い て ， 事 業 者 等 と の 連 携 に よ る 啓 発 や 様 々 な 仕 組  
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み の 検 討 を 行 い ま す 。  

   な お ， 環 境 教 育 ・ 食 育 ・ 国 際 理 解 教 育 及 び 金 融 教 育 等 に つ い て は ，  

関 連 Ｎ Ｐ Ｏ 団 体 ， 企 業 等 と も 連 携 し た 施 策 ・ 事 業 を 提 供 し て い き ま  

す 。  

 （ 具 体 的 な 連 携 先 事 例 ）  

  ・ 商 工 会 議 所 ・ 商 工 会  

・ 市 内 各 種 企 業  

・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 関 係 事 業 者  

・ 各 種 Ｎ Ｐ Ｏ 団 体 等  

・ 千 葉 県 弁 護 士 会  

 

第 ５章  今後の消費者教育の計画的な推進  

 

 １ 消費生活センターの消費者教育推進機能の強化  

 消費生活センターには，さまざまな消費生活に関わる相談・情報が寄せられ，  

専門知識や経験を有する消費生活相談員等を中心に対応しています。 

 本計画を着実に推進するには，さまざまな情報が日々集まる消費生活センター

を「消費者教育の拠点」として位置づけ，相談業務だけでなく，市民に身近な地

域や学校等にこれらの情報を提供し，市民一人ひとりが自立した消費者になるこ

とを目指すとともに，地域の消費者として学び合い，ともに支えあう地域づくり

を推進します。 

 計画の推進にあたっては，消費生活センターが事務局となり，引き続き，学識

経験者，各種関係団体及び市民を構成員とする「柏市消費者行政推進協議会」に

おいて，本計画に基づく適切な事業の推進を図るため，進捗状況等を報告すると

ともに，点検・評価を行うために，多様な視点から情報・意見交換を行います。 

 また，「柏市消費者教育推進連絡会」において，教育委員会及び市内小・中・

高等学校とも連携を図り，本計画の推進について，学校現場での消費者教育の視

点からも情報・意見交換を行います。 

 

 ２  推進体制 （連 携の形 ）  

 本計画については，さまざまな場において，消 費者教育 が着実 に実践 されるよう，

市 内 で開 催 されている講 座 ・研 修 会 等 の把 握 ・整 理 を行 う等 ，効 率 的 な運 営 を

目指 します。  

 また今 後は，次 に掲 げる推 進体制 の下 ，「消 費 者市民社会 」の構 築に向け，消

費生活に関わる多 様 な関連部署 ・団 体 等 ，各々の役割 を理解 し，情 報 共有 ・意

見交換等を通 して，連携 を図 りながら推進 していきます。  
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            情報共有 ・  連携 ・支援  

 

            啓発 ・  連携 ・  支援  

【推 進 体制 （連 携の形 ）】  

                       

 
                     相談      助言・あっせん      情報共有・ 

      連携・支援                                   連携・支援  

                                                                                          

                【消費生活センター】 

                                                

          相談                                    報告  

                           

                           相談対応             

                               調査研究                 

             情報提供                  教育啓発                 点検  

                            資質向上                    評価  

                                           点検     

                                           評価    

    地域支援                                     

     ネットワーク                             

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       【市民】 

                                            
               連携・支援       連携・支援                連携・支援  
 

 

 

 

 

 

 

市民（相談者）  

消費生活  

相談員  

 

・地域包括支  

 援センター 

・地域生活支  

 援センター  

 （あいネット） 

・（地区）社会   

 福祉協議会  

消費者教育  

  相談員  

  職  員  

 ・消費者団体  

 ・民生委員・児童委員等 

 ・介護保険事業者  

 ・福祉関係団体  

 ・各種ＮＰＯ団体  

 ・千葉県弁護士会  

  【啓 発 作成 ・情報発信 】  

  ・消費者講座  

  ・消費生活センターつうしん 

  ・広報かしわ・ホームページ，ツイッター等  

【学 校 】  
小・中・高等学校・

大学等 

保護者・ＰＴＡ 

幼稚園・保育園 

 

【地 域 】  

ふるさと協議会   

町会・自治会・

区等 

【家 庭 】  

高齢者  

保護者  

子ども 

障がい者 

【職 域 】  

事業者  

事業者団体  

 

・柏市消費者  

 行政推進協  

 議会  
 （※消費者，関係  

 団体，教職員等  

 で構成。計画の 

 点検・評価，情報  

 交換等） 

 

・柏市消費者  

 教育推進連  

 絡会  
 （※教育委員会， 

 学校教職員等で 

 構成） 

国・県  

 ・消費生活コーディネ 

  ーター 

 ・消費生活サポータ 

  ー 

 

 ・市役所関係各課  

  （防災安全課等） 

 ・警察  

 

 

進

捗

状

況

に
関

わ
る
デ
ー
タ
の
提

供

・
分

析 
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 ７ 消費者教育の体系イメージマップ（消費者庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６３   
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１  消費者教育アンケート結果  

（複数回答）  

（複数回答）  
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（複数回答）  
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２  関係部署 との連携について  

 

今 後 ， 消 費 生 活 セ ン タ ー と 関 係 部 署 が 連 携 し て 消 費 者 教 育 を 推 進 す  

 る に あ た り ， 連 携 可 能 事 業 に つ い て 関 係 部 署 に ア ン ケ ー ト 調 査 を 行 い ，  

 以 下 の と お り ま と め ま し た 。  

 

  ・ 調 査 期 間  

 平 成 ２ ９ 年 １ ０ 月 ６ 日 （ 金 ） か ら １ ０ 月 １ ８ 日 （ 水 ）  

 

№ 部  

課・

室・所

等  

連携を検討  

する事業  

消費者教育推進計画の推進  

に係る具体的な連携内容  

既

存

実

施

事

業  

重点領域
（イメージマッ

プのどの「重

点領域」に該

当するか。） 

 

◎直接的 

○間接的  

消費者教

育の場（イメ

ージマップの

どの「消費者

教育の場」に

該当するか。） 

 
◎直接的 

○間接的  

対象とする年代（イメー

ジマップのどの「年代」に該

当するか。） 

 
◎直接の対象 

○間接的な対象 

消

費

者

市

民

社

会

の

構

築  

商

品

安

全  

契

約

・

金

銭

管

理

・

生

活

設

計  

情

報

社

会

対

応  
学

校

等  

地

域  
家

庭  
職

域  

幼

児

期  

小

学

生

期  

中

学

生

期  

高

校

生

期  

成
人
期
（
若
者
） 

成
人
期
（
一
般
） 

成
人
期
（
高
齢
期
） 

1 

01

総

務

部  

給与

厚生

室  

職員健康管

理事業  

健康相談，メンタルヘルス相談を

受ける中で，消費生活相談及び多

重債務相談に関する相談があった

場合，消費生活センターの案内チ

ラシ等を配布。 

   ○          ○            ◎   

2 

01

総

務

部  

人事

課  

職員研修に

関する事業  

職員研修（夜間自己啓発講座）等

で，消費生活相談員等による消費

者講座の実施。 

 ○ ○ ○ ○     ○  ◎  ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ 

3 

01

総

務

部  

防災

安全

課  

防犯啓発事

業  

防犯啓発事業での啓発チラシ配

布及び関連する講座においては連

携して実施。 

● ○  ◎ ○  ○ ◎       ○ ◎ 

4 

01

総

務

部  

防災

安全

課  

犯罪を起こ

させない人

づくり（組織

づくり）事業  

地域の防犯活動を通じて関係団

体及び関係者に消費生活関連の

チラシ配布やミニ講座を実施。  

 ○  ◎ ○ ○ ◎ ○   ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ 

5 

01

総

務

部  

防災

安全

課  

防犯関係機

関との連携  

振り込め詐欺等対策本部会議で，

消費生活関連のチラシ配布を実

施。消費者安全確保地域協議会

への組込み等を検討。 

 ○  ◎ ○ ○ ◎  ◎      ◎ ○ 
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№ 部  

課・

室・所

等  

連携を検討  

する事業  

消費者教育推進計画の推進  

に係る具体的な連携内容  

既

存

実

施

事

業  

重点領域
（イメージマッ

プのどの「重

点領域」に該

当するか。） 

 

◎直接的 

○間接的 

消費者教

育の場（イメ

ージマップの

どの「消費者

教育の場」に

該当するか。） 

 
◎直接的 

○間接的  

対象とする年代（イメー

ジマップのどの「年代」に該

当するか。） 

 
◎直接の対象 

○間接的な対象 

消

費

者

市

民

社

会

の

構

築  

商

品

安

全  

契

約

・

金

銭

管

理

・

生

活

設

計  

情

報

社

会

対

応  
学

校

等  

地

域  
家

庭  
職

域  

幼

児

期  

小

学

生

期  

中

学

生

期  

高

校

生

期  

成
人
期
（
若
者
） 

成
人
期
（
一
般
） 

成
人
期
（
高
齢
期
） 

6 

04

地

域

づ

く

り

推

進

部  

協働

推進

課  

大学との連

携事業  

行政と大学の連携である地域ニー

ズ情報ネットワークを活用し，消費

生活に関するチラシの掲示及び配

布の実施。 

 ○ ○ ○ ○ ◎ ○             ◎ ○ ○ 

7 

04

地

域

づ

く

り

推

進

部  

協働

推進

課  

柏市民交流

センター事

業  

柏市民交流センターを利用する人

たちに啓発するため，消費生活に

関するチラシの配架。来場者への

消費者講座の検討。  

 ○ ○ ○ ○   ◎             ○ ◎ ◎ 

8 

04

地

域

づ

く

り

推

進

部  

協働

推進

課  

柏市国際交

流センター

事業  

柏市国際交流センターを利用する

人たちに啓発するため，消費生活

に関するチラシの配架。来場者へ

の消費者講座の検討。  

 ○ ○ ○ ○   ◎             ○ ◎ ◎ 

9 

04

地

域

づ

く

り

推

進

部  

協働

推進

課  

在住外国人

支援事業  

相談業務を担う外国人アドバイザ

ーやボランティア向けに消費生活

に関する知識を学んでもらい，相談

業務に生かしてもらう。また，消費

生活センター発行の情報紙につい

て，分かりやすい表現等の作成方

法についての相談。 

 ○ ○ ○ ○   ◎             ○ ◎ ◎ 

10 

04

地

域

づ

く

り

推

進

部  

広報

広聴

課  

広報かしわ

の発行  

消費生活に関するトラブル防止の

ための啓発記事を定期的に掲載。 
● ○ ○ ○ ○   ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 

11 

04

地

域

づ

く

り

推

進

部  

広報

広聴

課  

ＳＮＳによる

情報発信  

ツイッター，フェイスブック等を活用

し，消費生活に関するトラブル防止

のための情報の周知。  

● ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
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№ 部  

課・

室・所

等  

連携を検討  

する事業  

消費者教育推進計画の推進  

に係る具体的な連携内容  

既

存

実

施

事

業  

重点領域
（イメージマッ

プのどの「重

点領域」に該

当するか。） 

 

◎直接的 

○間接的 

消費者教

育の場（イメ

ージマップの

どの「消費者

教育の場」に

該当するか。） 

 
◎直接的 

○間接的  

対象とする年代（イメー

ジマップのどの「年代」に該

当するか。） 

 
◎直接の対象 

○間接的な対象 

消

費

者

市

民

社

会

の

構

築  

商

品

安

全  

契

約

・

金

銭

管

理

・

生

活

設

計  

情

報

社

会

対

応  
学

校

等  

地

域  
家

庭  
職

域  

幼

児

期  

小

学

生

期  

中

学

生

期  

高

校

生

期  

成
人
期
（
若
者
） 

成
人
期
（
一
般
） 

成
人
期
（
高
齢
期
） 

12 

04

地

域

づ

く

り

推

進

部  

広報

広聴

課  

外部メディア

への情報提

供  

媒体の特徴を生かし，適切なタイミ

ングでの情報提供するため，適宜，

報道資料を作成。  

 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

13 

04

地

域

づ

く

り

推

進

部  

地域

支援

課  

地域づくり

推進事業  

町会長会議で，消費生活に関する

チラシ配布。また，消費者講座の

検討。 

 ○ ○ ○ ○    ◎                 ◎ 

14 

05

市

民

生

活

部  

（沼

南）総

務課  

窓口業務

（所管地域

内の巡回を

含む） 

消費生活に関するチラシの配架。 ● ○ ○ ○ ○   ○      ○ ○ ○ 

15 

05

市

民

生

活

部  

（沼

南）総

務課  

沼南まつり

の支援事業  

沼南まつりにおいて，消費生活セ

ンターの周知及び消費生活に関す

る啓発資料の配布。  

● ○ ○ ○ ○   ○ ○     ○ ○ ○ 

16 

06

保

健

福

祉

部  

医療

公社

管理

課  

デイサービス

センター管

理事業  

デイサービス事業の利用者に対し

て，消費生活に関するチラシの配

架。 

 ○ ○ ○ ○  ○ ○        ◎ 

17 

06

保

健

福

祉

部  

高齢

者支

援課  

介護保険制

度等の啓発

パンフレット

作成  

介護サービス事業者ガイドブック

「ハートページ」等の介護保険制度

の啓発パンフレットに，消費生活相

談窓口の掲載を検討。  

● ○ ○ ○ ○   ○ ○               ◎ 

18 

06

保

健

福

祉

部  

高齢

者支

援課  

老人クラブ

支援事業  

老人クラブ連合会及び単位老人ク

ラブが実施する大会等で消費生活

に関するチラシの配布。内容によ

り，消費者ミニ講座の実施の検討。  

 ○ ○ ○ ○   ○                 ◎ 

19 

06

保

健

福

祉

部  

高齢

者支

援課  

豊四季台老

人いこいの

家  

施設の利用者に啓発するため，消

費生活に関するチラシの配架。 
 ○ ○ ○ ○   ○                 ◎ 
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№ 部  

課・

室・所

等  

連携を検討  

する事業  

消費者教育推進計画の推進  

に係る具体的な連携内容  

既

存

実

施

事

業  

重点領域
（イメージマッ

プのどの「重

点領域」に該

当するか。） 

 

◎直接的 

○間接的 

消費者教

育の場（イメ

ージマップの

どの「消費者

教育の場」に

該当するか。） 

 
◎直接的 

○間接的  

対象とする年代（イメー

ジマップのどの「年代」に該

当するか。） 

 
◎直接の対象 

○間接的な対象 

消

費

者

市

民

社

会

の

構

築  

商

品

安

全  

契

約

・

金

銭

管

理

・

生

活

設

計  

情

報

社

会

対

応  
学

校

等  

地

域  
家

庭  
職

域  

幼

児

期  

小

学

生

期  

中

学

生

期  

高

校

生

期  

成
人
期
（
若
者
） 

成
人
期
（
一
般
） 

成
人
期
（
高
齢
期
） 

20 

 

高齢

者支

援課   

老人福祉セ

ンター管理

運営等業務  

施設の利用者に啓発するため，消

費生活に関するチラシの配架。  
● ○ ○ ○ ○   ○              

 

◎ 

06

保

健

福

祉

部  

 

21 

06

保

健

福

祉

部  

障害

者相

談支

援室  

自立支援協

議会・権利

擁護ネットワ

ーク会議  

自立支援協議会内の全体会，運

営会議，4部会（相談支援，はたら

く，こども，くらし）及び権利擁護ネ

ットワーク会議にて，消費生活に関

するチラシの配布及び消費者講座

の実施。 

 ○ ○ ○ ○  ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

22 

06

保

健

福

祉

部  

障害

福祉

課  

奉仕員養成

研修事業

(指定管理 ) 

奉仕員養成研修等にて，消費生

活に関するチラシの配布や消費者

講座の実施について指定管理者

である社会福祉協議会と検討。  

 ○ ○ ◎ ○   ◎ ○             ◎ ◎ 

23 

06

保

健

福

祉

部  

障害

福祉

課  

障害者就労

支援事業  

障害者就労支援施設等において,

消費生活に関するチラシの配布や

消費者講座の開催。  

   ◎ ◎ ◎ ○ ○   ○       ○ ◎ ◎ ○ 

24 

06

保

健

福

祉

部  

生活

支援

課  

自立相談支

援及び就労

準備，家計

相談支援事

業  

あいネットのブースに消費生活に関

するチラシの配架。 
 ○ ○ ◎ ○   ○ ◎           ◎ ◎ ◎ 

25 

06

保

健

福

祉

部  

生活

支援

課  

随時の相談

業務  

生活困窮者自立支援制度におけ

る家計相談員に対し，消費生活に

関するチラシの配布及び消費者講

座の実施。 

 ○ ○ ◎ ○   ○ ◎           ◎ ◎ ○ 

26 

06

保

健

福

祉

部  

地域

包括

支援

課  

介護予防セ

ンター運営

支援事業  

フレイル予防講座にて，消費生活

に関するチラシの配布。 
 ○ ○ ○ ○  ◎         ◎ 

27 

06

保

健

福

祉

部  

地域

包括

支援

課  

高齢者の総

合相談事業  

高齢者の総合相談を受ける地域

包括支援センター職員に対し，消

費者被害の防止に関する啓発チラ

シの配布及び消費者講座の実

施。 

● ○ ○ ◎ ○  ◎         ◎ 

28 

06

保

健

福

祉

部  

地域

包括

支援

課  

市民後見推

進事業  

市民後見人養成講座やフォローア

ップ研修等にて，消費生活に関す

るチラシの配布や消費者講座の実

施について検討。 

●   ◎ ◎  ◎ ◎       ◎ ◎ 
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№ 部  

課・

室・所

等  

連携を検討  

する事業  

消費者教育推進計画の推進  

に係る具体的な連携内容  

既

存

実

施

事

業  

重点領域
（イメージマッ

プのどの「重

点領域」に該

当するか。） 

 

◎直接的 

○間接的 

消費者教

育の場（イメ

ージマップの

どの「消費者

教育の場」に

該当するか。） 

 
◎直接的 

○間接的  

対象とする年代（イメー

ジマップのどの「年代」に該

当するか。） 

 
◎直接の対象 

○間接的な対象 

消

費

者

市

民

社

会

の

構

築  

商

品

安

全  

契

約

・

金

銭

管

理

・

生

活

設

計  

情

報

社

会

対

応  
学

校

等  

地

域  
家

庭  
職

域  

幼

児

期  

小

学

生

期  

中

学

生

期  

高

校

生

期  

成
人
期
（
若
者
） 

成
人
期
（
一
般
） 

成
人
期
（
高
齢
期
） 

29 

06

保

健

福

祉

部  

地域

包括

支援

課  

権利擁護啓

発活動事業  

地域包括支援センターが開催する

高齢者の権利擁護に関する講座

等にて，消費生活に関するチラシ

の配布や消費者講座の実施。ま

た，地域包括支援センターの連携

会議や同職員向け講座にて消費

者講座の実施。 

● ○ ○ ○ ○  ◎        ○ ◎ 

30 

06

保

健

福

祉

部  

地域

包括

支援

課  

権利擁護ネ

ットワーク事

業  

柏市と福祉･保健・医療・司法等の

関係者が連携し，高齢者虐待防

止，成年後見制度，消費者被害，

認知症について情報共有及び意

見交換を行う会議等でのチラシ配

布。「消費者安全確保地域協議

会」の組込み等の検討。 

 ○ ○ ○ ○  ○ ○        ◎ 

31 

06

保

健

福

祉

部  

地域

包括

支援

課  

介護支援専

門員支援事

業  

地域包括支援センター主催の主

任介護支援専門員研修会等に

て，消費生活に関するチラシの配

布。また，消費者講座の検討。  

 ○ ○ ○ ○    ◎       ◎ 

32 

06

保

健

福

祉

部  

地域

包括

支援

課  

高齢者声か

け訪問事業  

民生委員の声かけ訪問での消費

者被害の防止に関する啓発チラシ

の配布及び訪問時に活用できる気

づきのポイント等についての消費者

講座の検討。 

 ○ ○ ◎ ○  ○         ◎ 

33 

06

保

健

福

祉

部  

地域

包括

支援

課  

地域の支え

あいの充実

と体制整備  

地域支えあい事業に係る協議会や

人材育成講座にて，消費生活に

関するチラシの配布や消費者講座

実施について，事業の委託先であ

る社会福祉協議会と検討。  

 ○ ○ ○ ○   ○ ○               ◎ 

34 

06

保

健

福

祉

部  

社会

福祉

課  

民生・児童

委員の活動

支援・研修

事業  

民生・児童委員研修会にて，消費

生活に関するチラシの配布。また，

消費者講座の受講の検討。  

● ○ ○ ○ ○   ○ ○   ○ ○ ○     ○ ○ 

35 

06

保

健

福

祉

部  

社会

福祉

課  

柏市社会福

祉協議会支

援事業  

社会福祉協議会が実施している事

業にて消費生活に関するチラシ配

布。(社会福祉課としての本事業は

補助金の交付になる。 ) 

   ○ ◎ ○   ◎ ○             ○ ◎ 

36 

07

保

健

所  

生活

衛生

課  

家庭用品監

視・指導事

業  

家庭用品監視・指導事業の結果

（柏市保健所事業年報からの抜

粋）を情報提供してもらい，啓発活

動に利用。 

   ◎           ◎         ◎ ◎ ◎ 

37 

07

保

健

所  

生活

衛生

課  

生活衛生思

想普及啓発

事業  

食品衛生関連事業「食の安全・安

心講演会」にて，消費生活に関す

るチラシの配架。 

   ◎           ◎         ◎ ◎ ◎ 
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№ 部  

課・

室・所

等  

連携を検討  

する事業  

消費者教育推進計画の推進  

に係る具体的な連携内容  

既

存

実

施

事

業  

重点領域
（イメージマッ

プのどの「重

点領域」に該

当するか。） 

 

◎直接的 

○間接的 

消費者教

育の場（イメ

ージマップの

どの「消費者

教育の場」に

該当するか。） 

 
◎直接的 

○間接的  

対象とする年代（イメー

ジマップのどの「年代」に該

当するか。） 

 
◎直接の対象 

○間接的な対象 

消

費

者

市

民

社

会

の

構

築  

商

品

安

全  

契

約

・

金

銭

管

理

・

生

活

設

計  

情

報

社

会

対

応  
学

校

等  

地

域  
家

庭  
職

域  

幼

児

期  

小

学

生

期  

中

学

生

期  

高

校

生

期  

成
人
期
（
若
者
） 

成
人
期
（
一
般
） 

成
人
期
（
高
齢
期
） 

38 

07

保

健

所  

健康

増進

課  

がん検診  

（各種） 

がん検診受診会場にて消費生活

に関するチラシの配架。  
 ○ ○ ○ ○   ○ ○           ○ ○ ○ 

39 

07

保

健

所  

健康

増進

課  

健康づくり

相談  

「へるすアップ相談」会場にて消費

生活に関するチラシの配架。  
 ○ ○ ○ ○   ○ ○             ○ ○ 

40 

07

保

健

所  

健康

増進

課  

栄養改善事

業  

栄養関係団体 (柏市保健所管内

調理師会，柏市保健所管内集団

給食研究会 )の会議にて，消費生

活に関するチラシの配布。  

   ○           ○           ○ ○ 

41 

07

保

健

所  

健康

増進

課  

地域ウオー

クの推進  

手賀沼ふれあいウオーク時に消費

生活に関するチラシの配布。 
 ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

42 

07

保

健

所  

地域

保健

課  

母子保健食

育  

育児相談や母子保健食育事業に

て，消費生活に関するチラシの配

架。 

 ○ ○         ◎             ◎   

43 

07

保

健

所  

地域

保健

課  

母子歯科保

健事業  

母子歯科保健事業にて，消費生

活に関するチラシの配架。  
 ○ ○ ○ ○     ○   ○         ○   

44 

07

保

健

所  

地域

保健

課  

柏市民健康

づくり推進

員活動  

協議会組織で地域ごとに活動して

いる柏市民健康づくり推進員に対

し，消費生活に関する知識を活用

してもらえるよう，消費者講座の実

施の検討。 

   ○   ○  ○ ○  ○         ○ ○ 

45 

08

こ

ど

も

部  

学童

保育

課  

こどもルーム

管理運営事

業（指導員

の人材育

成） 

こどもルームを利用している児童へ

の消費者講座の実施。また，指導

員に対し，消費生活に関する知識

を活用してもらえるよう消費者講座

を実施。 

● ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○     ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ 

46 

08

こ

ど

も

部  

キッズ

ルーム 

医療型児童

発達支援セ

ンター管理

運営事業  

児童指導員や保育士に対し，消

費生活に関する知識を活用しても

らえるよう消費者講座の実施。ま

た，施設利用者へ啓発チラシの配

布。 

 ○ ○ ○ ○   ○       ○  
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№ 部  

課・

室・所

等  

連携を検討  

する事業  

消費者教育推進計画の推進  

に係る具体的な連携内容  

既

存

実

施

事

業  

重点領域
（イメージマッ

プのどの「重

点領域」に該

当するか。） 

 

◎直接的 

○間接的 

消費者教

育の場（イメ

ージマップの

どの「消費者

教育の場」に

該当するか。） 

 
◎直接的 

○間接的  

対象とする年代（イメー

ジマップのどの「年代」に該

当するか。） 

 
◎直接の対象 

○間接的な対象 

消

費

者

市

民

社

会

の

構

築  

商

品

安

全  

契

約

・

金

銭

管

理

・

生

活

設

計  

情

報

社

会

対

応  
学

校

等  

地

域  
家

庭  
職

域  

幼

児

期  

小

学

生

期  

中

学

生

期  

高

校

生

期  

成
人
期
（
若
者
） 

成
人
期
（
一
般
） 

成
人
期
（
高
齢
期
） 

47 

08

こ

ど

も

部  

子育

て支

援課  

子育て支援

情報提供事

業  

子育てサイト「はぐはぐ柏」に消費

生活に関する啓発情報の掲載。  
  ◎  ○     ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○   

48 

08

こ

ど

も

部  

子育

て支

援課  

児童センタ

ー運営事業  

児童センターにて，消費生活の子

どもに関する情報の，チラシの配

布。 

  ◎  ○   ○ ○   ○ ○ ○ ○       

49 

08

こ

ど

も

部  

子育

て支

援課  

はぐはぐひろ

ば（地域子

育て支援拠

点）事業の

整備運営  

地域子育て支援拠点にて，消費

生活の子どもに関する情報のチラ

シの配架。 

  ◎  ◎  ○ ◎  ○             

50 

08

こ

ど

も

部  

子育

て支

援課  

子育てに関

する啓発活

動  

子育て支援団体等及び団体が実

施する事業時に，消費生活の子ど

もに関する情報のチラシの配布。 

  ◎       ○         ◎ ○ 

51 

08

こ

ど

も

部  

こども

発達

センタ

ー 

相談支援窓

口  

施設利用者に対し，消費生活の子

どもに関する情報のチラシの配架。 
  ○ ○ ○  ○ ○  ○ ○    ○  

52 

08

こ

ど

も

部  

こども

福祉

課  

母子・父子

自立支援相

談事業  

母子，父子自立支援員に対し，消

費生活に関する知識を活用しても

らえるよう，消費者講座の実施。ま

た，相談事業利用者に対し，消費

生活に関するチラシの配布。  

     ◎       ◎   ○ ○       ◎   

53 

08

こ

ど

も

部  

保育

運営

課  

公立保育園

における通

常保育事業  

公立保育園での消費生活に関す

るチラシの配架。また，幼児や保護

者に向けた消費者講座の実施の

検討。 

 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○     ◎         ◎   

54 

08

こ

ど

も

部  

保育

運営

課  

一時保育事

業  

一時保育利用者に対し，消費生

活に関するチラシの配布。  
  ◎ ◎  ○ ○     ◎        ◎   

55 

09

環

境

部  

環境

政策

課   

かしわ環境

フェスタ 

環境に関する事業にて，チラシの

配布。 
 ◎         ○ ○     ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 

56 

09

環

境

部  

廃棄

物政

策課   

リサイクルプ

ラザリボン館

事業  

リボン館事業にて，消費生活に関

するチラシの配布。 
 ◎       ◎ ◎ ◎   ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
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№ 部  

課・

室・所

等  

連携を検討  

する事業  

消費者教育推進計画の推進  

に係る具体的な連携内容  

既

存

実

施

事

業  

重点領域
（イメージマッ

プのどの「重

点領域」に該

当するか。） 

 

◎直接的 

○間接的 

消費者教

育の場（イメ

ージマップの

どの「消費者

教育の場」に

該当するか。） 

 
◎直接的 

○間接的  

対象とする年代（イメー

ジマップのどの「年代」に該

当するか。） 

 
◎直接の対象 

○間接的な対象 

消

費

者

市

民

社

会

の

構

築  

商

品

安

全  

契

約

・

金

銭

管

理

・

生

活

設

計  

情

報

社

会

対

応  
学

校

等  

地

域  
家

庭  
職

域  

幼

児

期  

小

学

生

期  

中

学

生

期  

高

校

生

期  

成
人
期
（
若
者
） 

成
人
期
（
一
般
） 

成
人
期
（
高
齢
期
） 

57 

10

経

済

産

業

部  

商工

振興

課  

高齢者雇用

対策の充実

事業（シル

バー人材セ

ンター補助

事業） 

シルバー人材登録者入会説明会

等にて，消費生活に関するチラシ

の配布。また，消費生活の知識を

活用してもらえるように消費者講座

の検討。 

 ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○             ◎ 

58 

10

経

済

産

業

部  

商工

振興

課  

若年者就労

支援事業  

社会参加を目指す若者に対し，ブ

ラック企業や不当な雇用契約に対

する知識を深める為，チラシの配布

や消費者契約講座の実施 を検

討。 

   ○ ○     ○         ○ ◎     

59 

18

生

涯

学

習

部  

生涯

学習

課  

家庭教育推

進団体等支

援事業  

PTA 等が実施する講座において，

消費生活に関するチラシの配布を

検討。 

 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○   ◎   

60 

18

生

涯

学

習

部  

生涯

学習

課  

「みんなの子

育て広場」

支援事業  

PTA 等が実施する講座において，

消費生活に関するチラシの配布を

検討。 

 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎   ○ ○ ○ ○   ◎   

61 

18

生

涯

学

習

部  

生涯

学習

課  

青少年相談

員連絡協議

会支援事業  

青少年相談員の各中学校区の代

表者を通して ,消費生活に関する

チラシの配布。 

 ◎ ◎ ◎ ◎   ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎   

62 

18

生

涯

学

習

部  

生涯

学習

課  

子ども会育

成連絡協議

会  

子ども会育成連絡協議会の定例

会及びイベントにて，消費生活（子

ども関連）のチラシの配布。  

 ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎     ○       ◎   

63 

18

生

涯

学

習

部  

生涯

学習

課  

生涯学習ま

ちづくり出前

講座  

生涯学習まちづくり出前講座に消

費生活に関する消費者講座を引き

続き掲載し，実施。  

● ○ ○ ◎   ○ ◎   ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 

64 

18

生

涯

学

習

部  

中央

公民

館  

高齢者教育

事業  

高齢者教育事業の講座にて，消

費生活に関するチラシの配布。ま

た，シリーズ的に開催している講座

への消費者講座の組込みを検討。  

 ◎ ◎ ◎ ◎   ○ ◎               ◎ 

65 

18

生

涯

学

習

部  

図書

館  

課題解決支

援サービス  

本館ロビーにて，消費生活に関す

る図書展示等を実施。 
 ○ ○ ○ ○   ○     ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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№ 部  

課・

室・所

等  

連携を検討  

する事業  

消費者教育推進計画の推進  

に係る具体的な連携内容  

既

存

実

施

事

業  

重点領域
（イメージマッ

プのどの「重

点領域」に該

当するか。） 

 

◎直接的 

○間接的 

消費者教

育の場（イメ

ージマップの

どの「消費者

教育の場」に

該当するか。） 

 
◎直接的 

○間接的  

対象とする年代（イメー

ジマップのどの「年代」に該

当するか。） 

 
◎直接の対象 

○間接的な対象 

消

費

者

市

民

社

会

の

構

築  

商

品

安

全  

契

約

・

金

銭

管

理

・

生

活

設

計  

情

報

社

会

対

応  
学

校

等  

地

域  
家

庭  
職

域  

幼

児

期  

小

学

生

期  

中

学

生

期  

高

校

生

期  

成
人
期
（
若
者
） 

成
人
期
（
一
般
） 

成
人
期
（
高
齢
期
） 

66 

18

生

涯

学

習

部  

図書

館  

こども図書

館   

こども図書館にて，消費生活に関

するチラシの配架。また，子どもに

関する消費者講座の検討。  

● ○ ○ ○ ○     ○   ○ ○           

67 

19

学

校

教

育

部  

教職

員課  

学校へのチ

ラシ等の配

布  

市内小・中・高等学校の児童・生

徒・保護者に対して，消費生活に

関するチラシの配布の検討。  

 ○ ○ ○ ○ ◎  ○   ◎ ◎ ◎  ○   

68 

19

学

校

教

育

部  

学校

保健

課   

食育の推進

（子ども健康

プロジェクト） 

市内小・中・高等学校の児童・生

徒・保護者に対して，消費生活（特

に食育推進）に関するチラシの配

布の検討。 

 ○    ◎      ◎ ◎         

69 

19

学

校

教

育

部  

教育

研究

所  

消費者教育

に関する事

業  

小・中学校における「情報モラル育

成プログラム」の実施。小６と中２に

おいては， IT 教育支援アドバイザ

ーによる「情報モラル教育」を行う。 

     ◎ ◎      ◎ ◎    ○   

70 

19

学

校

教

育

部  

教育

研究

所  

特別支援教

育  

特別支援学級の児童生徒や保護

者に対して，消費生活に関するチ

ラシ等の配布と講座の検討。  

 ○ ○ ○ ○ ◎      ◎ ◎     ○   

71 

19

学

校

教

育

部  

児童

生徒

課  

防犯活動推

進事業（防

犯教育推進

事業含む） 

防犯活動推進事業（交通安全教

室）にて，消費生活（特に防犯関

連）に関するチラシの配布。  

  ◎   ◎     ◎ ◎   ○  

72 

19

学

校

教

育

部  

少年

補導

センタ

ー 

非行防止啓

発事業（講

演会活動・

サイバーパト

ロール） 

非行防止啓発事業にて，テーマに

沿った消費生活（特にインターネッ

ト）に関するチラシの配布の検討。 

    ◎ ◎     ◎ ◎     
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３  消費者教育を推進するための主な主体 と役割     

 

主体  役割（具体的） 役割（法律，条例） 

柏市（柏

市消費生

活センタ

ー） 

【事業の拡大 ,工夫，連携】 

・消費者教育全体のコーディネート 

 （関係部署との連携） 

・消費生活相談員，消費者教育相  

 談員の活用  

・消費生活相談員，消費者教育相  

 談員の資質向上  

・消費生活コーディネーターの育成  

 及び地域等との連携支援  

 

【連携先】 

・全ての部署  

【消費者教育推進法】 

（教材の充実等） 

第十五条  国及び地方公共団体は，消費者教育に使用さ

れる教材の充実を図るとともに，学校，地域，家庭，職域そ

の他の様々な場において当該教材が有効に活用されるよう，

消費者教育に関連する実務経験を有する者等の意見を反

映した教材の開発及びその効果的な提供に努めなければな

らない。 

 

（人材の育成等） 

第十六条  国，地方公共団体及び国民生活センターは，消

費者安全法に定める消費生活相談員その他の消費者の利

益の擁護又は増進を図るための活動を行う者に対し，消費

者教育に関する専門的知識を修得するための研修の実施

その他その資質の向上のために必要な措置を講じなければ

ならない。 

２ 国及び地方公共団体は，大学等，研究機関，消費者団

体その他の関係機関及び関係団体に対し，消費者教育を

担う人材の育成及び資質の向上のための講座の開設その

他の自主的な取組を行うよう促すものとする。  

 

（情報の収集及び提供等）  

第十八条  国，地方公共団体及び国民生活センターは，学

校，地域，家庭，職域その他の様々な場において行われて

いる消費者教育に関する先進的な取組に関する情報その

他の消費者教育に関する情報について，年齢，障害の有無

その他の消費者の特性に配慮しつつ，これを収集し，及び

提供するよう努めなければならない。 

 

【柏市消費生活センター条例】 

・消費生活相談員資格試験に合格した者 (合格した者とみな

された者を含む。)を消費生活相談員として置くもの。 

・消費者教育に関して豊かな識見及び経験を有する専任の

消費者教育相談員を置くことができる。 

・消費生活相談等又は消費者教育に従事する職員に対し，

その資質の向上のための研修の機会を確保するもの。  

消費生活

相談員  

【相談】 

・相談業務  

・相談に係る連携（地域包括支援セ  

 ンター，民生・児童委員，社会福祉  

 協議会，地域生活支援センター（あ  

 いネット）等との連携） 

 

【教育・啓発】 

・相談結果（PIO NET）の分析  

・緊急を要する啓発内容の拾い出し  

・消費者講座の講師  

・消費生活コーディネーター及びサポ 

 ーターの養成・育成（研修講師） 

【柏市消費生活センター条例】 

・消費生活相談（事業者に対する消費者からの苦情に係る

相談及びあっせん）を行う。  

【条例施行規則】 

(1) 消費生活に関する調査及び研究  

(2) 消費生活に関する教育及び啓発  

(3) その他市長が必要と認める事項  

消費者教

育相談員  

【教育・啓発のコーディネート】 

・消費生活相談員からの相談結果（ 

 PIO-NET）の分析を受け，消費生  

 活センターつうしん等の啓発内容  

 企画  

・消費者講座のコーディネート 

 （講座対象・内容の企画） 

【柏市消費生活センター条例】 

・消費者教育を行う。 

 

【消費生活センター条例施行規則】  

(1) 地域社会における消費者教育を担う人材の育成  

(2) 消費者教育に関する事業の実施に係る連絡調整  

(3) 消費者教育に関する調査及び研究  

(4) その他市長が必要と認める事項  
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・消費者教育の講師のリスト化  

・啓発物品（DVD，パネル等）の作  

 成・管理  

・啓発ツールの開発・活用（チラシ，ホ 

 ームページ，メール配信サービス， 

 ツイッター等） 

消費者行

政推進協

議会  

◎昭和 51 年発足。本市における市  

 民の消費生活の安定及び向上を 

 図るため設置。 

 

【協議】 

・消費者教育の推進に関する法律  

 （平成２４年法律第６１号） 

 第２０条第２項各号に掲げる事務を  

 に関することを含んでいる （消費者  

 教育推進地域協議会） 

・消費者教育推進計画の進捗状況  

 の確認・意見  

・各自で活動できる内容の検討  

【消費者教育推進法】 

（消費者教育推進地域協議会）  

第二十条  都道府県及び市町村は，その都道府県又は市

町村の区域における消費者教育を推進するため，消費者，

消費者団体，事業者，事業者団体，教育関係者，消費生

活センターその他の当該都道府県又は市町村の関係機関

等をもって構成する消費者教育推進地域協議会を組織する

よう努めなければならない。  

 

【柏市消費者行政推進協議会要領】  

次の事項を協議する。  

 (1) 消費者啓発及び消費者教育に関すること。 

 (2) 消費者団体に関すること。 

 (3) 消費者教育の推進に関する法律  第２０条第２項各号

（（消費者教育推進地域協議会） ）に掲げる事務に関するこ

と。 

 (4) その他消費者行政に関すること。 

消費者教

育推進連

絡会  

◎学校における消費者教育の推進  

 を図るため，平成 3 年度発足。学  

 校教育部指導課及び柏市立教育  

 研究所と連携を図り，小・中・高等  

 学校の教員を委員とし，委員は自  

 校にて消費者教育に関する実践  

 授業の開催。 

 

【研修】 

・消費者教育について研修（理解と 

 知識の習得） 

・各自の学校での消費者教育の実践  

 （授業及び教員向け，保護者向け  

  の消費者講座の企画） 

・推進方法に関する話し合い及び実  

 践  

【柏市消費者教育推進連絡会要領】 

・学校における消費者教育を推進する。 

・消費者教育推進の基本的な方策について協議する 

 

 

消費者団

体  

【啓発】 

・地域サロン，学校（子どもルーム）， 

 保育園・幼稚園等での啓発活動  

 

【消費者教育推進法】 

（消費者団体の努力）  

第六条  消費者団体は，基本理念にのっとり，消費者教育

の推進のための自主的な活動に努めるとともに，学校，地

域，家庭，職域その他の様々な場において行われる消費者

教育に協力するよう努めるものとする。 

消費生活

コーディネ

ーター 

◎地域における消費生活の安全及  

 び向上を図ることを目的に，昭和６  

 ３年度から，市内地域各ふるさと協  

 議会から推薦を受けた方を消費生  

 活コーディネーターとして委嘱。 

◎「地域の消費者リーダー」として， 

 消費者トラブルを未然に防ぐため， 

 消費生活に関する情報を市民に提  

 供するなど，市と地域のパイプ役と 

 しての活動。 

 

 

 

【柏市消費生活コーディネーター基準】 

(1) 消費者への啓発に関すること。 

(2) 消費生活相談の受理及び連絡に関すること。 

(3) 消費生活についての意見並びに情報の収集及び提供  

 に関すること。 

(4) 消費生活についての調査に関すること。  

 

※【改正消費者安全法の実施に係る地方消費者行政ガイド

ライン】 

（ガイドラインでいう）「消費生活協力員」（消費者行政担当

職員及び消費生活相談員と連携協力して見守りや相談窓

口の周知や被害防止のための活動に取り組む人）の役割も

果たす。 
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【研修】 

・消費者問題に関すること 

・地域・事業者へのアプローチ手法  

・関係部署との連携方法  

 

【啓発】 

・ふる協内での地域サロン等（消費生  

 活サポーターとの連携）での活動  

消費生活

サポータ

ー 

◎平成２８年度から，消費生活コーデ  

 ィネーターの任期修了者を対象に， 

 希望者を消費生活サポーターとし 

 て登録。平成３０年度からは，消費  

 生活コーディネーターと同等の知識  

 を有すると認められるものについて 

 も対象を拡大。各地域の消費生活  

 コーディネーターと連携を図り，消  

 費生活に係る情報のＰＲ等を行う。  

 

【研修】 

・新規の啓発内容の研修（消費生活  

 コーディネーター研修会に準ずる） 

【啓発】 

・消費生活サポーター個人での啓発  

 活動及び消費生活サポーターグル 

 ープでの活動。（地域の町会サロ 

 ン，学校，保育園・幼稚園等での啓  

 発活動） 

【柏市消費生活サポーター基準】   

(1) 消費者への啓発に関すること。 

(2) 消費生活コーディネーターとの連携に関すること。 

(3) 消費生活相談の受理及び連絡に関すること。 

(4) 消費生活についての意見並びに情報の収集及び提供  

 に関すること。 

(5) 消費生活についての調査に関すること。  

(6) 消費生活サポーター活動報告書の作成及び提出に関  

 すること。 

 

※【改正消費者安全法の実施に係る地方消費者行政ガイド

ライン】 

（ガイドラインでいう）「消費生活協力員」（消費者行政担

当職員及び消費生活相談員と連携協力して見守りや相談

窓口の周知や被害防止のための活動に取り組む人）の役割

も果たす。 

教育委員

会 （ 指 導

課） 

・消費者教育推進連絡会（各委員へ  

 の研修，実践授業及び消費者講  

 座企画への支援を行う。） 

・学習指導要領に基づいた推進  

【消費者教育推進法】 

（学校における消費者教育の推進）  

第十一条  国及び地方公共団体は，幼児，児童及び生徒

の発達段階に応じて，学校の授業その他の教育活動におい

て適切かつ体系的な消費者教育の機会を確保するため，必

要な施策を推進しなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は，教育職員に対する消費者教育

に関する研修を充実するため，教育職員の職務の内容及び

経験に応じ，必要な措置を講じなければならない。  

３ 国及び地方公共団体は，学校において実践的な消費者

教育が行われるよう，その内外を問わず，消費者教育に関

する知識，経験等を有する人材の活用を推進するものとす

る。 

 

【柏市ＨＰから】 

・教職員研修・特別支援教育・教育情報・幼児教育等の業

務を担当  

（内容） 

・教職員研修：教職員研修講座の開催  

（※ｃｆ：指導課：教職員研修会の開催） 

学 校 （ 小

中 高 校 ） 

・消費者教育推進連絡会へ協力。  

 （委員選出，実践授業及び消費者  

 講座企画への支援，受け入れ） 

・高校卒業時までの段階的な消費者  

 教育の実施  

・学習指導要領に基づいた推進  

【消費者教育推進法】 

（学校における消費者教育の推進）  

第十一条  国及び地方公共団体は，幼児，児童及び生徒

の発達段階に応じて，学校の授業その他の教育活動におい

て適切かつ体系的な消費者教育の機会を確保するため，必

要な施策を推進しなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は，教育職員に対する消費者教育

に関する研修を充実するため，教育職員の職務の内容及び

経験に応じ，必要な措置を講じなければならない。  

３ 国及び地方公共団体は，学校において実践的な消費者

教育が行われるよう，その内外を問わず，消費者教育に関す

る知識，経験等を有する人材の活用を推進するものとする。 
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大学  

・学生・教師に対する消費者講座の  

 実施  

・学生への啓発チラシ配布実施（受  

 入れ） 

・大学卒業時までの段階的な消費者  

 教育の実施  

 

【消費者教育推進法】 

（大学等における消費者教育の推進）  

第十二条  国及び地方公共団体は，大学等において消費

者教育が適切に行われるようにするため，大学等に対し，学

生等の消費生活における被害を防止するための啓発その他

の自主的な取組を行うよう促すものとする。 

２ 国及び地方公共団体は，大学等が行う前項の取組を促

進するため，関係団体の協力を得つつ，学生等に対する援

助に関する業務に従事する教職員に対し，研修の機会の確

保，情報の提供その他の必要な措置を講じなければならな

い。 

保育園・

幼稚園  

・幼児・保育者・保護者に対する消費  

 者講座の開催  

・各家庭への啓発チラシ配布実施  

 （受入れ） 

 

家庭  

・各家庭で啓発チラシの受入れ 

・子どもへの消費者教育  

・高齢者への注意喚起  

・地域に関心を持つ 

 

事業者等  

・従業員へのチラシ配布，消費者講  

 座の実施（受入れ） 

 

【消費者教育推進法】 

（事業者及び事業者団体の努力） 

第七条  事業者及び事業者団体は，基本理念にのっとり，

国及び地方公共団体が実施する消費者教育の推進に関す

る施策に協力するよう努めるとともに，消費者教育の推進の

ための自主的な活動に努めるものとする。 

 

（事業者及び事業者団体による消費者教育の支援） 

第十四条  事業者及び事業者団体は，消費者団体その他

の関係団体との情報の交換その他の連携を通じ，消費者の

消費生活に関する知識の向上が図られるよう努めるものとす

る。 

２ 事業者は，消費者からの問合せ，相談等を通じて得た消

費者に有用な消費生活に関する知識を広く提供するよう努

めるものとする。 

３ 事業者は，その従業者に対し，研修を実施し，又は事業

者団体等が行う講習会を受講させること等を通じ，消費生活

に関する知識及び理解を深めるよう努めるものとする。  

４ 事業者団体は，消費者団体その他の民間の団体が行う

消費者教育の推進のための活動に対し，資金の提供その

他の援助に努めるものとする。 

地域（ふる

協・町会

等） 

・消費生活コーディネーターの選出  

・消費生活コーディネーター，サポー 

 ターからのチラシ配布・講座の受入  

 れ 

 

民生児童

委員  

・民生・児童委員への消費者講座実  

 施の受入れ（チラシ配布受入れ） 

・地域の高齢者の消費生活相談の 

 支援（消費生活相談への連携・つ 

 なぎ） 

【消費者教育推進法】 

（地域における消費者教育の推進）  

第十三条  国，地方公共団体及び国民生活センターは，地

域において高齢者，障害者等に対する消費者教育が適切

に行われるようにするため，民生委員法に定める民生委員，

社会福祉法に定める社会福祉主事，介護福祉士その他の

高齢者，障害者等が地域において日常生活を営むために

必要な支援を行う者に対し，研修の実施，情報の提供その

他の必要な措置を講じなければならない。 

地域包括

支援セン

ター 

・高齢者の消費者問題への気付き，  

 消費生活センターへのつなぎ。 

・消費生活相談で福祉的な支援が  

 必要な相談者を地域包括支援セン  

 ターへのつなぎ（受入れ） 

・地域包括支援センター職員への消  

 費者講座実施の受入れ  

【消費者教育推進法】 

（地域における消費者教育の推進）  

第十三条  国，地方公共団体及び国民生活センターは，地

域において高齢者，障害者等に対する消費者教育が適切

に行われるようにするため，民生委員法に定める民生委員，

社会福祉法に定める社会福祉主事，介護福祉士その他の

高齢者，障害者等が地域において日常生活を営むために

必要な支援を行う者に対し，研修の実施，情報の提供その

他の必要な措置を講じなければならない。 
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あいネット 

・相談者の消費者問題への気付き，  

 消費生活センターへのつなぎ。 

・消費生活相談で生活支援が必要  

 な相談者のあいネットへのつなぎ 

 （受入れ） 

・あいネット職員への消費者講座実  

 施の受入れ 

 

【消費者教育推進法】 

（地域における消費者教育の推進）  

第十三条  国，地方公共団体及び国民生活センターは，地

域において高齢者，障害者等に対する消費者教育が適切

に行われるようにするため，民生委員法に定める民生委員，

社会福祉法に定める社会福祉主事，介護福祉士その他の

高齢者，障害者等が地域において日常生活を営むために

必要な支援を行う者に対し，研修の実施，情報の提供その

他の必要な措置を講じなければならない。 

防災安全

課  

・消費者トラブルに関する情報共有  

・講座の共同開催（消費生活コーデ 

 ィネーター，サポーター） 

 

その他（中

央公民館，

図書館等，

関係各課） 

・消費者教育に関する講座の開催， 

 チラシ等の配布，パネル展示等  

・環境，国際理解等  

【消費者教育推進法】 

（地域における消費者教育の推進）  

第十三条  ２ 国，地方公共団体及び国民生活センター

は，公民館その他の社会教育施設等において消費生活セ

ンター等の収集した情報の活用による実例を通じた消費者

教育が行われるよう，必要な措置を講じなければならない。 
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年度 国等 柏市 

Ｓ４３ 
消費者保護基本法成立(消費者の保護） 

学習指導要領改訂(消費者保護の理念導入) 
 

Ｓ４５  

消費生活モニター制度発足 ～Ｓ６２ 

消費生活苦情相談員制度発足（現消費生活相談

員） 

Ｓ４７  第 1 回消費生活展開催 ～Ｈ１５ 

Ｓ５１  消費者行政推進協議会発足 

Ｓ５２ 学習指導要領改訂（企業責任等）  

Ｓ５６ 消費者教育学会発足 石けん利用推進協議会発足 ～Ｈ２１ 

Ｓ６３  消費生活コーディネーター制度発足  

Ｓ６４ 学習指導要領改訂（契約の重要性）  

Ｈ２ （財）消費者教育支援センター設立  

Ｈ３  消費者教育推進連絡会発足 

Ｈ７  
消費者教育相談員制度発足 

学校向け「消費者教育便り」発行～Ｈ１６ 

Ｈ１０ 学習指導要領改訂（環境への配慮等）  

Ｈ１６ 
消費者基本法成立 (消費者の権利尊重・自立

支援） 
 

Ｈ１７  子ども向け「消費者出前講座」開始 ～Ｈ２６ 

Ｈ１９  ①消費者教育実践校（小 5・中 2・高１）計８校 

Ｈ２０ 
学習指導要領改訂（消費者の権利と責任,持続

可能な社会の構築） 
 

Ｈ２１ 
消費者庁，消費者委員会設置（消費者主役の

社会） 
②消費者教育実践校（小 3・中 3・高 0）計６校 

Ｈ２３  
学校向け「消費者教育連絡会つうしん」発行開始  

③消費者教育実践校（小 6・中 2・高 2）計１０校 

Ｈ２４ 消費者教育推進法成立  

Ｈ２５ 
「消費者教育の推進に関する基本的な方針」閣

議決定 
④消費者教育実践校（小７・中 3・高２）計１２校 

Ｈ２６  学校向け「柏市消費者教育ポータルサイト」設置 

Ｈ２７  ⑤消費者教育実践校（小５・中３・高 2）計１０校 

Ｈ２８ 

 柏市消費生活サポーター制度発足  

⑥消費者教育実践校（小 7・中 4・高 2）計１３校 

学校等対象に「消費者教育アンケート」実施 

Ｈ２９  
「消費者教育フェスタｉｎ柏」開催  

「柏市消費者教育推進計画」策定予定 

４ 柏市の消費者教育のあゆみ 
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年月日  会議等  内容  

平成 28 年  

  7 月 26 日  

平成 28 年度  

第 1 回柏市消費者行

政推進協議会  

【説明及び協議】 

１ 市町村消費者教育推進計画（案）の作成につい 

 て 

２ 消費者教育アンケート（案）について 

  11 月 1 日  平成 28 年度  

第 2 回柏市消費者教

育推進連絡会  

【説明及び検討】 

講習会「柏市版消費者教育イメージマップの検討」

（講義，グループワークを含む） 

 

 11 月 15 日  

  から  

平成 29 年  

  1 月 31 日  

「柏市消費者教育推進

計画（案）」策定へのア

ンケート実施  

【アンケート実施】 

１ 市民アンケート 

２ 学校教職員アンケート 

３ 事業者アンケート 

 

  2 月 22 日  平成 28 年度  

第 2 回柏市消費者行

政推進協議会  

【説明及び協議】 

１ 消費者教育アンケートの結果（経過）報告につい

て 

２ 柏市消費者教育推進計画の作成について（計画  

の概要，計画の方向性） 

３ イメージマップ及び計画に掲載すべき内容につい 

 て 

  5 月 31 日  平成 29 年度  

第 1 回柏市消費者行

政推進協議会  

【説明及び協議】 

柏市消費者教育推進計画策定（案）についての説

明及び協議    

 ・策定スケジュール（案）    

 ・柏市消費者教育推進計画（案）及び柏市版消費  

 者教育体系イメージマップ（案） 

  6 月 30 日  平成 29 年度 第１回柏

市消費者教育推進連

絡会  

【説明及びグループワーク】 

 柏市消費者教育推進計画について 

 ・柏市消費者教育推進計画策定に関わる調査の 

 結果報告  

 ・柏市版消費者教育のイメージマップ（案）の説明  

  及び検討  

  9 月 21 日  消費生活コーディネー

ター研修会  

【研修及びグループワーク】 

柏市消費者教育推進計画（案）について説明及び

グループワーク 

  9 月 15 日  消費生活センター内部

検討会（職員及び相談

員） 

【内部協議】 

柏市消費者教育推進計画（案）について協議  

・計画内容及び各部署への調査内容  

  10 月 6 日  

から  

 10 月 18 日  

「 柏 市 消 費 者 教 育

推進計画 （案 ）」に関

わる調査  

【関係部署への調査実施】 

「柏市消費者教育推進計画（案）」に関わる調査  

５  柏市消費者教育推進計画策定までの経過  
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 11 月 20 日  平成 29 年度  

第 2 回柏市消費者行

政推進協議会  

 

【協議】 

柏市消費者教育推進計画（案）について 

 

 

12 月 7 日  消費生活センター内部

検討会（職員及び相談

員） 

【内部協議】 

柏市消費者教育推進計画（案）について協議  

・計画内容の確認  

 12 月 15 日  

から  

平成 30 年  

 1 月 15 日  

意見募集（パブリックコメ

ント） 

柏市消費者教育推進計画（案）についての意見募

集  

 

 １月 31 日  

 

意見募集（パブリックコメ

ント）結果公表  

柏市消費者教育推進計画（案）についての意見募

集の結果公表  

 

 2 月 19 日  

 

平成 29 年度  

第 3 回柏市消費者行

政推進協議会  

 

【協議】 

柏市消費者教育推進計画（案）修正案について 

 

 

 2 月 21 日  平成 29 年度  第 3 回

柏市消費者教育推進

連絡会  

【報告】 

柏市消費者教育推進計画（案）修正案について 

 

 4 月 1 日  

 

柏市消費者教育推進

計画策定  

【策定】 

柏市消費者教育推進計画策定  

 

 4 月 15 日  

（予定） 

柏市消費者教育推進

計画について広報  

広報かしわ（4 月 15 日号）にて柏市消費者教育推

進計画策定について掲載。 
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平成 ２９・３０年度  柏市消費者行政推進協議会委員名簿    

   

            （50 音順番  平成 ３０年 ３月 ３１日 現在 ）  

N

O .  
氏  名  性 別  所 属 ・役 職 等  備 考 （区 分 ）  

1   浅海  實  男  
風早南部手賀地区民 生委員

児童委員協議会  副会長  

6  その他 市 長 が必

要 と認 めるもの  

2   阿部  和美  女  柏生活 クラブ  副会長  
2  消 費 者 団 体 に

属 するもの  

3   伊藤  その枝  女  
柏市沼南商工会  理事 （女

性部長 ）  

4  事 業 者 団 体 に

所 属 するもの  

4   今井  恵里  女  公募委員  
1  消 費 者  

（公 募 ）  

5   狩野  宏樹  男  柏市介護支援専門員協議会  
4  事 業 者 団 体 に

所 属 するもの  

6   菊田  洋子  女  
柏市消費生活かたくりの会連

絡協議会  相談役  

2  消 費 者 団 体 に

属 するもの  

7   齋川  英文  男  
北柏地域包括支援センター  

センター長  

6  その他 市 長 が必

要 と認 めるもの  

8   谷生  泰斗  男  谷生法律事務所  弁護士  5  学 識 経 験 者  

9   西岡  克美  女  
柏商工会議所  総務部総務

課  課長補佐  

4  事 業 者 団 体 に

所 属 するもの  

10   丹羽  勝則  男  柏市商店会連合会  副会長  
4  事 業 者 団 体 に

所 属 するもの  

11   美留町  紀子  女  柏市教育研究所  指導主事  5  学 識 経 験 者  

12   田久保  宏征  男  柏警察署生活安全課  課長  
6  その他 市 長 が必

要 と認 めるもの  

13   蓑田  光子  女  柏市消費者の会  書記  
2  消 費 者 団 体 に

属 するもの  

14   湯浅  実  男  

明治安田生命保険相互会社  

柏支社  お客 さまサービス室  

室長  

3  事 業 者  

15   渡部  利一  男  
柏市心身障害者福祉連絡協

議会  副会長  

6  その他 市 長 が必

要 と認 めるもの  
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６  消費者教育の推進に関する法律 （消 費者教育推進法 ）  

 

   消 費 者 教 育 の推 進 に関 する法 律  

（平 成 二 十 四 年 八 月 二 十 二 日 ）  

（法 律 第 六 十 一 号 ）  

目 次  

第 一 章  総 則 （第 一 条 ―第 八 条 ）  

第 二 章  基 本 方 針 等 （第 九 条 ・第 十 条 ）  

第 三 章  基 本 的 施 策 （第 十 一 条 ―第 十 八 条 ）  

第 四 章  消 費 者 教 育 推 進 会 議 等 （第 十 九 条 ・第 二 十 条 ）  

附 則  

 

第 一 章  総 則  

 （目 的 ）  

第 一 条  この法 律 は、消 費 者 教 育 が、消 費 者 と事 業 者 との間 の情 報 の質 及 び量 並 びに

交 渉 力 の格 差 等 に起 因 する消 費 者 被 害 を防 止 するとともに、消 費 者 が自 らの利 益 の

擁 護 及 び増 進 のため自 主 的 かつ合 理 的 に行 動 することができるようその自 立 を支 援

する上 で重 要 であることに鑑 み、消 費 者 教 育 の機 会 が提 供 されることが消 費 者 の権 利

であることを踏 まえ、消 費 者 教 育 に関 し、基 本 理 念 を定 め、並 びに国 及 び地 方 公 共

団 体 の責 務 等 を明 らかにするとともに、基 本 方 針 の策 定 その他 の消 費 者 教 育 の推 進

に関 し必 要 な事 項 を定 めることにより、消 費 者 教 育 を総 合 的 かつ一 体 的 に推 進 し、も

って国 民 の消 費 生 活 の安 定 及 び向 上 に寄 与 することを目 的 とする。  

 （定 義 ）  

第 二 条  この法 律 において「消 費 者 教 育 」とは、消 費 者 の自 立 を支 援 するために行 われ

る消 費 生 活 に関 する教 育 （消 費 者 が主 体 的 に消 費 者 市 民 社 会 の形 成 に参 画 するこ

との重 要 性 について理 解 及 び関 心 を深 めるための教 育 を含 む。）及 びこれに準 ずる啓

発 活 動 をいう。  

２  この法 律 において「消 費 者 市 民 社 会 」とは、消 費 者 が、個 々の消 費 者 の特 性 及 び消

費 生 活 の多 様 性 を相 互 に尊 重 しつつ、自 らの消 費 生 活 に関 する行 動 が現 在 及 び将

来 の世 代 にわたって内 外 の社 会 経 済 情 勢 及 び地 球 環 境 に影 響 を及 ぼし得 るもので

あることを自 覚 して、公 正 かつ持 続 可 能 な社 会 の形 成 に積 極 的 に参 画 する社 会 をい

う。  

 （基 本 理 念 ）  

第 三 条  消 費 者 教 育 は、消 費 生 活 に関 する知 識 を修 得 し、これを適 切 な行 動 に結 び付

けることができる実 践 的 な能 力 が育 まれることを旨 として行 われなければならない。  

２  消 費 者 教 育 は、消 費 者 が消 費 者 市 民 社 会 を構 成 する一 員 として主 体 的 に消 費 者

市 民 社 会 の形 成 に参 画 し、その発 展 に寄 与 することができるよう、その育 成 を積 極 的

に支 援 することを旨 として行 われなければならない。  

３  消 費 者 教 育 は、幼 児 期 から高 齢 期 までの各 段 階 に応 じて体 系 的 に行 われるとともに、

年 齢 、障 害 の有 無 その他 の消 費 者 の特 性 に配 慮 した適 切 な方 法 で行 われなければ

ならない。  

４  消 費 者 教 育 は、学 校 、地 域 、家 庭 、職 域 その他 の様 々な場 の特 性 に応 じた適 切 な

方 法 により、かつ、それぞれの場 における消 費 者 教 育 を推 進 する多 様 な主 体 の連 携

及 び他 の消 費 者 政 策 （消 費 者 の利 益 の擁 護 及 び増 進 に関 する総 合 的 な施 策 をいう。

第 九 条 第 二 項 第 三 号 において同 じ。）との有 機 的 な連 携 を確 保 しつつ、効 果 的 に行

われなければならない。  
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５  消 費 者 教 育 は、消 費 者 の消 費 生 活 に関 する行 動 が現 在 及 び将 来 の世 代 にわたっ

て内 外 の社 会 経 済 情 勢 及 び地 球 環 境 に与 える影 響 に関 する情 報 その他 の多 角 的

な視 点 に立 った情 報 を提 供 することを旨 として行 われなければならない。  

６  消 費 者 教 育 は、災 害 その他 非 常 の事 態 においても消 費 者 が合 理 的 に行 動 すること

ができるよう、非 常 の事 態 における消 費 生 活 に関 する知 識 と理 解 を深 めることを旨 とし

て行 われなければならない。  

７  消 費 者 教 育 に関 する施 策 を講 ずるに当 たっては、環 境 教 育 、食 育 、国 際 理 解 教 育

その他 の消 費 生 活 に関 連 する教 育 に関 する施 策 との有 機 的 な連 携 が図 られるよう、

必 要 な配 慮 がなされなければならない。  

 （国 の責 務 ）  

第 四 条  国 は、自 らの利 益 の擁 護 及 び増 進 のため自 主 的 かつ合 理 的 に行 動 することが

できる自 立 した消 費 者 の育 成 が極 めて重 要 であることに鑑 み、前 条 の基 本 理 念 （以 下

この章 において「基 本 理 念 」という。）にのっとり、消 費 者 教 育 の推 進 に関 する総 合 的 な

施 策 を策 定 し、及 び実 施 する責 務 を有 する。  

２  内 閣 総 理 大 臣 及 び文 部 科 学 大 臣 は、前 項 の施 策 が適 切 かつ効 率 的 に策 定 され、

及 び実 施 されるよう、相 互 に又 は関 係 行 政 機 関 の長 との間 の緊 密 な連 携 協 力 を図 り

つつ、それぞれの所 掌 に係 る消 費 者 教 育 の推 進 に関 する施 策 を推 進 しなければなら

ない。  

 （地 方 公 共 団 体 の責 務 ）  

第 五 条  地 方 公 共 団 体 は、基 本 理 念 にのっとり、消 費 生 活 センター（消 費 者 安 全 法

（平 成 二 十 一 年 法 律 第 五 十 号 ）第 十 条 の二 第 一 項 第 一 号 に規 定 する消 費 生 活 セ

ンターをいう。第 十 三 条 第 二 項 及 び第 二 十 条 第 一 項 において同 じ。）、教 育 委 員 会

その他 の関 係 機 関 相 互 間 の緊 密 な連 携 の下 に、消 費 者 教 育 の推 進 に関 し、国 との

適 切 な役 割 分 担 を踏 まえて、その地 方 公 共 団 体 の区 域 の社 会 的 、経 済 的 状 況 に応

じた施 策 を策 定 し、及 び実 施 する責 務 を有 する。  

 （平 二 六 法 七 一 ・一 部 改 正 ）  

 （消 費 者 団 体 の努 力 ）  

第 六 条  消 費 者 団 体 は、基 本 理 念 にのっとり、消 費 者 教 育 の推 進 のための自 主 的 な活

動 に努 めるとともに、学 校 、地 域 、家 庭 、職 域 その他 の様 々な場 において行 われる消

費 者 教 育 に協 力 するよう努 めるものとする。  

 （事 業 者 及 び事 業 者 団 体 の努 力 ）  

第 七 条  事 業 者 及 び事 業 者 団 体 は、事 業 者 が商 品 及 び役 務 を供 給 する立 場 において

消 費 者 の消 費 生 活 に密 接 に関 係 していることに鑑 み、基 本 理 念 にのっとり、国 及 び地

方 公 共 団 体 が実 施 する消 費 者 教 育 の推 進 に関 する施 策 に協 力 するよう努 めるととも

に、消 費 者 教 育 の推 進 のための自 主 的 な活 動 に努 めるものとする。  

 （財 政 上 の措 置 等 ）  

第 八 条  政 府 は、消 費 者 教 育 の推 進 に関 する施 策 を実 施 するため必 要 な財 政 上 の措

置 その他 の措 置 を講 じなければならない。  

２  地 方 公 共 団 体 は、消 費 者 教 育 の推 進 に関 する施 策 を実 施 するため必 要 な財 政 上

の措 置 その他 の措 置 を講 ずるよう努 めなければならない。  

第 二 章  基 本 方 針 等  

 （基 本 方 針 ）  

第 九 条  政 府 は、消 費 者 教 育 の推 進 に関 する基 本 的 な方 針 （以 下 この章 及 び第 四 章

において「基 本 方 針 」という。）を定 めなければならない。  

２  基 本 方 針 においては、次 に掲 げる事 項 を定 めるものとする。  

一  消 費 者 教 育 の推 進 の意 義 及 び基 本 的 な方 向 に関 する事 項  

二  消 費 者 教 育 の推 進 の内 容 に関 する事 項  
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三  関 連 する他 の消 費 者 政 策 との連 携 に関 する基 本 的 な事 項  

四  その他 消 費 者 教 育 の推 進 に関 する重 要 事 項  

３  基 本 方 針 は、消 費 者 基 本 法 （昭 和 四 十 三 年 法 律 第 七 十 八 号 ）第 九 条 第 一 項 に規

定 する消 費 者 基 本 計 画 との調 和 が保 たれたものでなければならない。  

４  内 閣 総 理 大 臣 及 び文 部 科 学 大 臣 は、基 本 方 針 の案 を作 成 し、閣 議 の決 定 を求 め

なければならない。  

５  内 閣 総 理 大 臣 及 び文 部 科 学 大 臣 は、基 本 方 針 の案 を作 成 しようとするときは、あら

かじめ、関 係 行 政 機 関 の長 に協 議 するとともに、消 費 者 教 育 推 進 会 議 及 び消 費 者

委 員 会 の意 見 を聴 くほか、消 費 者 その他 の関 係 者 の意 見 を反 映 させるために必 要 な

措 置 を講 じなければならない。  

６  内 閣 総 理 大 臣 及 び文 部 科 学 大 臣 は、第 四 項 の規 定 による閣 議 の決 定 があったとき

は、遅 滞 なく、基 本 方 針 を公 表 しなければならない。  

７  政 府 は、消 費 生 活 を取 り巻 く環 境 の変 化 を勘 案 し、並 びに消 費 者 教 育 の推 進 に関

する施 策 の実 施 の状 況 についての調 査 、分 析 及 び評 価 を踏 まえ、おおむね五 年 ごと

に基 本 方 針 に検 討 を加 え、必 要 があると認 めるときは、これを変 更 するものとする。  

８  第 四 項 から第 六 項 までの規 定 は、基 本 方 針 の変 更 について準 用 する。  

 （都 道 府 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 等 ）  

第 十 条  都 道 府 県 は、基 本 方 針 を踏 まえ、その都 道 府 県 の区 域 における消 費 者 教 育

の推 進 に関 する施 策 についての計 画 （以 下 この条 及 び第 二 十 条 第 二 項 第 二 号 にお

いて「都 道 府 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 」という。）を定 めるよう努 めなければならない。  

２  市 町 村 は、基 本 方 針 （都 道 府 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 が定 められているときは、基

本 方 針 及 び都 道 府 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 ）を踏 まえ、その市 町 村 の区 域 における

消 費 者 教 育 の推 進 に関 する施 策 についての計 画 （以 下 この条 及 び第 二 十 条 第 二 項

第 二 号 において「市 町 村 消 費 者 教 育 推 進 計 画 」という。）を定 めるよう努 めなければな

らない。  

３  都 道 府 県 及 び市 町 村 は、都 道 府 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 又 は市 町 村 消 費 者 教 育

推 進 計 画 を定 めようとするときは、あらかじめ、その都 道 府 県 又 は市 町 村 の区 域 の消

費 者 その他 の関 係 者 の意 見 を反 映 させるために必 要 な措 置 を講 ずるよう努 めるものと

する。この場 合 において、第 二 十 条 第 一 項 の規 定 により消 費 者 教 育 推 進 地 域 協 議

会 を組 織 している都 道 府 県 及 び市 町 村 にあっては、当 該 消 費 者 教 育 推 進 地 域 協 議

会 の意 見 を聴 かなければならない。  

４  都 道 府 県 及 び市 町 村 は、都 道 府 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 又 は市 町 村 消 費 者 教 育

推 進 計 画 を定 めたときは、遅 滞 なく、これを公 表 するよう努 めるものとする。  

５  都 道 府 県 及 び市 町 村 は、都 道 府 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 又 は市 町 村 消 費 者 教 育

推 進 計 画 を定 めた場 合 は、その都 道 府 県 又 は市 町 村 の区 域 における消 費 者 教 育 の

推 進 に関 する施 策 の実 施 の状 況 についての調 査 、分 析 及 び評 価 を行 うよう努 めるとと

もに、必 要 があると認 めるときは、都 道 府 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 又 は市 町 村 消 費 者

教 育 推 進 計 画 を変 更 するものとする。  

６  第 三 項 及 び第 四 項 の規 定 は、都 道 府 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 又 は市 町 村 消 費 者

教 育 推 進 計 画 の変 更 について準 用 する。  

第 三 章  基 本 的 施 策  

 （学 校 における消 費 者 教 育 の推 進 ）  

第 十 一 条  国 及 び地 方 公 共 団 体 は、幼 児 、児 童 及 び生 徒 の発 達 段 階 に応 じて、学 校

（学 校 教 育 法 （昭 和 二 十 二 年 法 律 第 二 十 六 号 ）第 一 条 に規 定 する学 校 をいい、大

学 及 び高 等 専 門 学 校 を除 く。第 三 項 において同 じ。）の授 業 その他 の教 育 活 動 にお

いて適 切 かつ体 系 的 な消 費 者 教 育 の機 会 を確 保 するため、必 要 な施 策 を推 進 しな

ければならない。  
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２  国 及 び地 方 公 共 団 体 は、教 育 職 員 に対 する消 費 者 教 育 に関 する研 修 を充 実 する

ため、教 育 職 員 の職 務 の内 容 及 び経 験 に応 じ、必 要 な措 置 を講 じなければならない。  

３  国 及 び地 方 公 共 団 体 は、学 校 において実 践 的 な消 費 者 教 育 が行 われるよう、その

内 外 を問 わず、消 費 者 教 育 に関 する知 識 、経 験 等 を有 する人 材 の活 用 を推 進 するも

のとする。  

 （大 学 等 における消 費 者 教 育 の推 進 ）  

第 十 二 条  国 及 び地 方 公 共 団 体 は、大 学 等 （学 校 教 育 法 第 一 条 に規 定 する大 学 及

び高 等 専 門 学 校 並 びに専 修 学 校 、各 種 学 校 その他 の同 条 に規 定 する学 校 以 外 の

教 育 施 設 で学 校 教 育 に類 する教 育 を行 うものをいう。以 下 この条 及 び第 十 六 条 第 二

項 において同 じ。）において消 費 者 教 育 が適 切 に行 われるようにするため、大 学 等 に

対 し、学 生 等 の消 費 生 活 における被 害 を防 止 するための啓 発 その他 の自 主 的 な取

組 を行 うよう促 すものとする。  

２  国 及 び地 方 公 共 団 体 は、大 学 等 が行 う前 項 の取 組 を促 進 するため、関 係 団 体 の協

力 を得 つつ、学 生 等 に対 する援 助 に関 する業 務 に従 事 する教 職 員 に対 し、研 修 の機

会 の確 保 、情 報 の提 供 その他 の必 要 な措 置 を講 じなければならない。  

 （地 域 における消 費 者 教 育 の推 進 ）  

第 十 三 条  国 、地 方 公 共 団 体 及 び独 立 行 政 法 人 国 民 生 活 センター（以 下 この章 にお

いて「国 民 生 活 センター」という。 ）は、地 域 において高 齢 者 、障 害 者 等 に対 する消 費

者 教 育 が適 切 に行 われるようにするため、民 生 委 員 法 （昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 九

十 八 号 ）に定 める民 生 委 員 、社 会 福 祉 法 （昭 和 二 十 六 年 法 律 第 四 十 五 号 ）に定 め

る社 会 福 祉 主 事 、介 護 福 祉 士 その他 の高 齢 者 、障 害 者 等 が地 域 において日 常 生

活 を営 むために必 要 な支 援 を行 う者 に対 し、研 修 の実 施 、情 報 の提 供 その他 の必 要

な措 置 を講 じなければならない。  

２  国 、地 方 公 共 団 体 及 び国 民 生 活 センターは、公 民 館 その他 の社 会 教 育 施 設 等 に

おいて消 費 生 活 センター等 の収 集 した情 報 の活 用 による実 例 を通 じた消 費 者 教 育 が

行 われるよう、必 要 な措 置 を講 じなければならない。  

 （事 業 者 及 び事 業 者 団 体 による消 費 者 教 育 の支 援 ）  

第 十 四 条  事 業 者 及 び事 業 者 団 体 は、消 費 者 団 体 その他 の関 係 団 体 との情 報 の交

換 その他 の連 携 を通 じ、消 費 者 の消 費 生 活 に関 する知 識 の向 上 が図 られるよう努 め

るものとする。  

２  事 業 者 は、消 費 者 からの問 合 せ、相 談 等 を通 じて得 た消 費 者 に有 用 な消 費 生 活 に

関 する知 識 を広 く提 供 するよう努 めるものとする。  

３  事 業 者 は、その従 業 者 に対 し、研 修 を実 施 し、又 は事 業 者 団 体 等 が行 う講 習 会 を

受 講 させること等 を通 じ、消 費 生 活 に関 する知 識 及 び理 解 を深 めるよう努 めるものとす

る。  

４  事 業 者 団 体 は、消 費 者 団 体 その他 の民 間 の団 体 が行 う消 費 者 教 育 の推 進 のため

の活 動 に対 し、資 金 の提 供 その他 の援 助 に努 めるものとする。  

 （教 材 の充 実 等 ）  

第 十 五 条  国 及 び地 方 公 共 団 体 は、消 費 者 教 育 に使 用 される教 材 の充 実 を図 るととも

に、学 校 、地 域 、家 庭 、職 域 その他 の様 々な場 において当 該 教 材 が有 効 に活 用 され

るよう、消 費 者 教 育 に関 連 する実 務 経 験 を有 する者 等 の意 見 を反 映 した教 材 の開 発

及 びその効 果 的 な提 供 に努 めなければならない。  

 （人 材 の育 成 等 ）  

第 十 六 条  国 、地 方 公 共 団 体 及 び国 民 生 活 センターは、消 費 者 安 全 法 に定 める消 費

生 活 相 談 員 その他 の消 費 者 の利 益 の擁 護 又 は増 進 を図 るための活 動 を行 う者 に対

し、消 費 者 教 育 に関 する専 門 的 知 識 を修 得 するための研 修 の実 施 その他 その資 質

の向 上 のために必 要 な措 置 を講 じなければならない。  
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２  国 及 び地 方 公 共 団 体 は、大 学 等 、研 究 機 関 、消 費 者 団 体 その他 の関 係 機 関 及 び

関 係 団 体 に対 し、消 費 者 教 育 を担 う人 材 の育 成 及 び資 質 の向 上 のための講 座 の開

設 その他 の自 主 的 な取 組 を行 うよう促 すものとする。  

 （平 二 六 法 七 一 ・一 部 改 正 ）  

 （調 査 研 究 等 ）  

第 十 七 条  国 及 び地 方 公 共 団 体 は、消 費 者 教 育 に関 する調 査 研 究 を行 う大 学 、研 究

機 関 その他 の関 係 機 関 及 び関 係 団 体 と協 力 を図 りつつ、諸 外 国 の学 校 における総

合 的 、体 系 的 かつ効 果 的 な消 費 者 教 育 の内 容 及 び方 法 その他 の国 の内 外 における

消 費 者 教 育 の内 容 及 び方 法 に関 し、調 査 研 究 並 びにその成 果 の普 及 及 び活 用 に

努 めなければならない。  

 （情 報 の収 集 及 び提 供 等 ）  

第 十 八 条  国 、地 方 公 共 団 体 及 び国 民 生 活 センターは、学 校 、地 域 、家 庭 、職 域 その

他 の様 々な場 において行 われている消 費 者 教 育 に関 する先 進 的 な取 組 に関 する情

報 その他 の消 費 者 教 育 に関 する情 報 について、年 齢 、障 害 の有 無 その他 の消 費 者

の特 性 に配 慮 しつつ、これを収 集 し、及 び提 供 するよう努 めなければならない。  

２  国 は、消 費 生 活 における被 害 の防 止 を図 るため、年 齢 、障 害 の有 無 その他 の消 費 者

の特 性 を勘 案 して、その収 集 した消 費 生 活 に関 する情 報 が消 費 者 教 育 の内 容 に的

確 かつ迅 速 に反 映 されるよう努 めなければならない。  

第 四 章  消 費 者 教 育 推 進 会 議 等  

 （消 費 者 教 育 推 進 会 議 ）  

第 十 九 条  消 費 者 庁 に、消 費 者 教 育 推 進 会 議 を置 く。  

２  消 費 者 教 育 推 進 会 議 は、次 に掲 げる事 務 をつかさどる。  

一  消 費 者 教 育 の総 合 的 、体 系 的 かつ効 果 的 な推 進 に関 して消 費 者 教 育 推 進 会 議

の委 員 相 互 の情 報 の交 換 及 び調 整 を行 うこと。  

二  基 本 方 針 に関 し、第 九 条 第 五 項 （同 条 第 八 項 において準 用 する場 合 を含 む。）に

規 定 する事 項 を処 理 すること。  

３  消 費 者 教 育 推 進 会 議 の委 員 は、消 費 者 、事 業 者 及 び教 育 関 係 者 、消 費 者 団 体 、

事 業 者 団 体 その他 の関 係 団 体 を代 表 する者 、学 識 経 験 を有 する者 並 びに関 係 行

政 機 関 及 び関 係 する独 立 行 政 法 人 （独 立 行 政 法 人 通 則 法 （平 成 十 一 年 法 律 第 百

三 号 ）第 二 条 第 一 項 に規 定 する独 立 行 政 法 人 をいう。）の職 員 のうちから、内 閣 総 理

大 臣 が任 命 する。  

４  前 二 項 に定 めるもののほか、消 費 者 教 育 推 進 会 議 の組 織 及 び運 営 に関 し必 要 な事

項 は、政 令 で定 める。  

 （消 費 者 教 育 推 進 地 域 協 議 会 ）  

第 二 十 条  都 道 府 県 及 び市 町 村 は、その都 道 府 県 又 は市 町 村 の区 域 における消 費

者 教 育 を推 進 するため、消 費 者 、消 費 者 団 体 、事 業 者 、事 業 者 団 体 、教 育 関 係 者 、

消 費 生 活 センターその他 の当 該 都 道 府 県 又 は市 町 村 の関 係 機 関 等 をもって構 成 す

る消 費 者 教 育 推 進 地 域 協 議 会 を組 織 するよう努 めなければならない。  

２  消 費 者 教 育 推 進 地 域 協 議 会 は、次 に掲 げる事 務 を行 うものとする。  

一  当 該 都 道 府 県 又 は市 町 村 の区 域 における消 費 者 教 育 の総 合 的 、体 系 的 かつ効

果 的 な推 進 に関 して消 費 者 教 育 推 進 地 域 協 議 会 の構 成 員 相 互 の情 報 の交 換 及 び

調 整 を行 うこと。  

二  都 道 府 県 又 は市 町 村 が都 道 府 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 又 は市 町 村 消 費 者 教 育

推 進 計 画 を作 成 し、又 は変 更 しようとする場 合 においては、当 該 都 道 府 県 消 費 者 教

育 推 進 計 画 又 は市 町 村 消 費 者 教 育 推 進 計 画 の作 成 又 は変 更 に関 して意 見 を述 べ

ること。  

３  前 二 項 に定 めるもののほか、消 費 者 教 育 推 進 地 域 協 議 会 の組 織 及 び運 営 に関 し
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必 要 な事 項 は、消 費 者 教 育 推 進 地 域 協 議 会 が定 める。  

 附  則  抄  

 （施 行 期 日 ）  

１  この法 律 は、公 布 の日 から起 算 して六 月 を超 えない範 囲 内 において政 令 で定 める日

から施 行 する。  

 （平 成 二 四 年 政 令 第 二 九 〇号 で平 成 二 四 年 一 二 月 一 三 日 から施 行 ）  

 （検 討 ）  

２  国 は、この法 律 の施 行 後 五 年 を目 途 として、この法 律 の施 行 の状 況 について検 討 を

加 え、必 要 があると認 めるときは、その結 果 に基 づいて所 要 の措 置 を講 ずるものとする。  

 附  則  （平 成 二 六 年 六 月 一 三 日 法 律 第 七 一 号 ）  抄  

 （施 行 期 日 ）  

第 一 条  この法 律 は、公 布 の日 から起 算 して六 月 を超 えない範 囲 内 において政 令 で定

める日 から施 行 する。ただし、次 の各 号 に掲 げる規 定 は、当 該 各 号 に定 める日 から施

行 する。  

一  略  

二  第 一 条 中 不 当 景 品 類 及 び不 当 表 示 防 止 法 第 十 条 の改 正 規 定 及 び同 法 本 則 に

一 条 を加 える改 正 規 定 、第 二 条 の規 定 （次 号 に掲 げる改 正 規 定 を除 く。）並 びに附

則 第 三 条 及 び第 七 条 から第 十 一 条 までの規 定  公 布 の日 から起 算 して二 年 を超 え

ない範 囲 内 において政 令 で定 める日  

 （平 成 二 七 年 政 令 第 三 五 八 号 で平 成 二 八 年 四 月 一 日 から施 行 ）  
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７  消費者教育の体系イメージマップ（消 費者庁 ）  
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８   学習指導要領における消費者教育に関する主な内容 （文 部科学省資料 ）    

 

 

○  小学校学習指導要領＜平成 ２０年 ３月 文部科学省 告示＞（抜 粋 ）  

第 ８節  家  庭  

第 ２  各学年の目標及び内容  

   〔第 ５学 年 及び第 ６学年 〕  

  ２  内  容  

   Ｄ  身近な消費生活 と環境  

   ( 1 )  物や金銭の使い方 と買物について，次 の事項 を指導する。  

     ア  物や金銭 の大切 さに気付 き，計 画的 な使い方 を考 えること。  

     イ  身近な物の選び方 ，買 い方 を考 え，適切に購入できること。  

   ( 2 )  環境に配慮 した生活の工夫について，次 の事項 を指導する。  

     ア  自分の生活 と身近 な環境 とのかかわりに気付 き，物 の使い方 などを工夫  

      できること。  

 

○  中学校学習指導要領＜平成 ２０年 ３月 文部科学省告示＞（抜 粋 ）  

第 ２節  社会  

     〔公 民 的分野 〕  

  ２  内  容  

   ( 2 )  私たちと経済  

     ア  市場の働 きと経済  

       身近な消費生活 を中心に経済 活動の意義 を理解 させるとともに，価 格の  

      働 きに着目 させて市場経済の基本的な考 え方について理解 させる。また，  

      現代の生産や金融などの仕組みや働 きを理解 させるとともに，社 会における  

      企業の役割 と責任について考 えさせる。その際 ，社会 生活における職業 の  

      意義 と役割及び雇用 と労働条件 の改善について，勤労 の権利 と義務 ，労  

      働組合の意義及び労働基準法の精神 と関連付けて考 えさせる。  

     イ  国民の生活 と政府の役割  

       国民の生活 と福祉の向上 を図 るために，社会資本の整備 ，公 害の防止  

      など環境の保全 ，社会 保障の充実 ，消 費者の保護など，市場の働 きにゆ  

      だねることが難 しい諸問題に関 して，国や地方公共団体 が果たしている役  

      割について考 えさせる。また，財 源 の確保 と配分 という観 点 から財政の役割  

      について考 えさせる。その際 ，租 税の意義 と役 割 について考 えさせるとともに，  

      国民の納税 の義務について理解 させる。  

 

  ３  内容の取扱い  

   ( 3 )  内容の ( 2 )については，次のとおり取 り扱 うものとする。  

     ア  アについては，身近で具体的な事例 を取 り上 げ，個 人 や企業の経済活  

      動が様々な条件の中での選択 を通 じて行われるという点 に着目 させるととも  

      に，市場における価格の決 まり方 や資源の配分について理解 させること。  

      その際 ，市 場における取引が貨幣 を通 して行われていることに気付かせるこ  

      と。  

     イ  イの「消 費 者の保護 」については，消費 者の自立の支援なども含めた消費  

      者行政 を取 り扱 うこと。「財 政 」については，少子 高齢社会など現代社会の  

      特色 を踏 まえて考 えさせること。  
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第 ８節  技術 ・家 庭  

第 ２  各分野の目標及び内容  

    〔家 庭 分野 〕  

  ２  内  容  

   Ｄ  身近な消費生活 と環境  

    ( 1 )  家庭生活 と消費について，次 の事項 を指導する。  

     ア  自分や家族の消費生活に関心 をもち，消 費 者の基本的 な権利 と責 任に    

      ついて理解すること。  

     イ  販売方法 の特徴について知 り，生 活 に必要な物資 ・サービスの適切 な選  

      択 ，購入 及び活用ができること。  

    ( 2 )  家庭生活 と環境について，次 の事項 を指導する。  

     ア  自分や家族の消費生活が環境 に与える影響について考 え，環境に配慮  

      した消費生活について工夫 し，実 践 できること。  

   ３  内容の取扱い  

    ( 4 )  内容の「Ｄ身 近 な消費生活 と環 境 」については，次 のとおり取 り扱 うものと  

     する。  

     ア  内容の「Ａ家 族 ・家 庭 と子 どもの成長 」，「Ｂ食 生 活 と自 立 」，又 は「Ｃ衣 生  

      活 ・住 生活 と自立 」の学習 との関連 を図 り，実 践 的に学習 できるようにする  

      こと。  

     イ  ( 1 )については，中学生の身近な消費行動 と関連 させて扱 うこと。  

 

○  高等学校学習指導要領＜平成 ２１年 ３月文部科学省告示＞（抜 粋 ）  

第 ３節  公  民  

第 １  現代社会  

   ２  内  容  

    ( 2 )  現代社会 と人間 としての在 り方生 き方  

     エ  現代の経済社会 と経 済活動の在 り方  

       現代の経済社会の変容などに触れながら，市 場経済 の機能 と限界 ，政  

      府の役割 と財政 ・租 税 ，金 融について理解 を深めさせ，経済成長や景気  

      変動 と国 民福祉の向上の関連について考察 させる。また，雇 用 ，労 働問題 ，  

      社会保障について理解 を深めさせるとともに，個 人や企業の経済活動にお  

      ける役割 と責 任について考察 させる。  

   ３  内容の取扱い  

    ( 2 )  内容の取扱いに当 たっては，次 の事項に配慮するものとする。  

     イ  内容の ( 2 )については，次の事項 に留 意すること。  

     (ｵ )  エの「市 場経済の機能 と限界 」については，経済活動 を支 える私法に関  

       する基本的 な考 え方についても触れること。「金 融 」については，金融 制度  

       や資金の流れの変化などにも触れること。また，「個 人 や企業の経済活動  

       における役割 と責任 」については，公害の防止 と環 境保全 ，消費 者に関  

       する問題 などについても触れること。  

 

第 ３  政治 ・経 済  

  ２  内  容  

   ( 2 )  現代の経済  

     ア  現代経済 の仕組みと特質  

       経済活動 の意義 ，国民 経済における家計 ，企 業 ，政 府の役割 ，市 場経  

     済の機能 と限 界 ，物 価の動 き，経済 成長 と景気変動 ，財 政の仕組みと働 き  

     及び租税の意義 と役割 ，金融の仕組みと働 きについて理解 させ，現代 経済  

     の特質について把握 させ，経済 活動 の在 り方 と福祉の向上 との関連 を考察  

     させる。  
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   ３  内容の取扱い  

    ( 2 )  内容の取扱いに当 たっては，次 の事項に配慮するものとする。  

     イ  内容の ( 2 )については，次の事項 に留意すること。  

       アについては，マクロ経済の観点 を中心に扱 うこと。「市 場 経済の機能 と  

      限界 」については，公害防止 と環境保全 ，消費 者に関する問題 も扱 うこと。  

       また，「金 融 の仕組みと働 き」については，金融に関する環境の変化にも  

      触れること。  

 

第 ９節  家  庭  

第 １  家庭基礎  

  ２  内  容  

   ( 2 )  生活の自立及び消費 と環境  

    エ  消費生活 と生涯 を見 通 した経済 の計画  

      消費生活の現状 と課題や消費者 の権利 と責任について理解 させ，適 切 な  

     意思決定に基づいて行動できるようにするとともに，生 涯 を見 通 した生活にお  

     ける経済の管理や計画について考 えることができるようにする。  

  ３  内容の取扱い  

   ( 2 )  内容の範囲や程度については，次 の事項に配慮するものとする。  

    イ  内容の ( 2 )のエについては，契約 ，消費者信用及びそれらをめぐる問題 など  

     を取 り上 げて具体的に扱 うこと。  

第 ２  家庭総合  

  ２  内  容  

  ( 3 )  生活における経済の計画 と消 費  

    ア  生活における経済の計画  

      生活 と社会 とのかかわりについて理解 させ，生 涯 を見通 した生活における  

     経済の管理や計画の重要性について認識 させる。  

    イ  消費行動 と意思決定  

      消費行動における意思決定の過程 とその重要性について理解 させ，消費  

     者 として主体的に判断できるようにする。  

    ウ  消費者の権利 と責任  

      消費生活の現状 と課題 ，消 費者問題や消費者の自立 と支援 などについて  

     理解 させ，消 費者 としての権利 と責 任 を自覚 して行動できるようにする。  

  ３  内容の取扱い  

   ( 2 )  内容の範囲や程度については，次 の事項に配慮するものとする。  

    イ  内容の ( 3 )のアについては，家庭の経済生 活の諸課題について具体的に扱  

     うようにすること。ウについては，契約 ，消費者信用及びそれらをめぐる問題 な  

     どを取 り上 げて具体的に扱 うこと。  

第 ３  生活デザイン  

  ２  内  容  

   ( 2 )  消費や環境 に配慮 したライフスタイルの確立  

     ア  消費生活 と生涯 を見通 した経 済 の計画  

       消費生活 の現状 と課題や消費者の権利 と責任について理解 させ，適 切  

      な意 思決定 に基づいて行動できるようにするとともに，生 涯 を見 通 した生 活  

      における経済の管理や計画について考 えることができるようにする。  

  ３  内容の取扱い  

   ( 2 )  内容の範囲や程度については，次 の事項に配慮するものとする。  

    イ  内容の ( 2 )のアについては，契約 ，消費者信用及びそれらをめぐる問題 など  

     を取 り上 げて具体的に扱 うこと。  
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  【 補 足 】  

 

  以 上 に 掲 載 し ま し た 学 習 指 導 要 領 は ， 現 行 の も の で す 。  

な お ， 平 成 29年 3月 公 示 の 「 新 学 習 指 導 要 領 」 の 小 ・ 中 学 校 学 習  

 指 導 要 領 等 で は ， 消 費 者 教 育 な ど の 充 実 等 が 追 加 さ れ ま し た 。  

  追 加 さ れ た 消 費 者 教 育 に 関 す る 新 た な 記 述 は ，  

     ・ 売 買 契 約 の 基 礎 （ 小 ： 家 庭 ）  

   ・ 計 画 的 な 金 銭 管 理 や 消 費 者 被 害 へ の 対 応 （ 中 ： 技 術 ・ 家 庭 ）  

 ※ た だ し ， そ れ ぞ れ の 全 面 実 施 は 以 下 の と お り で す 。  

    小 学 校  ： 平 成 ３ ０ 年 度  

    中 学 校  ： 平 成 ３ ２ 年 度 （ 2020年 度 ）  

    高 等 学 校 ： 平 成 ３ ４ 年 度 （ 2022年 度 ）  
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